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沿 革

1．設立の経緯

（1）設立の展望

　国語国字の改善を図るために，専門の研究機関が必要であるということは，明治以来の先覚者に

よって唱えられたことである。戦後，我が国が新しい国家として再生しようとするに当たって，国

民生活の能率の向上と文化の進展には，まず国語国字の合理化が基礎的な要件であり，そのために

は，国語に関する科学的，総合的な研究を行う有力な機関を設置すべきであるという要望が特に強

くなった。

　国語審議会は，昭和22年9月21日の総会において，文部大臣に対して，国語国字問題の基本的解

決を図るために大規模な基礎的調査機関を設けることを建議した。また，昭和22年8月，安藤正次

氏（「国民の国語運動連盟」世話人）ほか5氏によって「国語国字問題の研究機関設置に関する請

願」が衆参両院に提出され，第1回国会のそれぞれの本会議において議決採択された。

（2）創設委員会の設置

　文部省は，かねてから国立の国語研究機関創設の議を練り，準備を整えていたのであるが，各方

面の要望にこたえ昭和23年度に設立することを計画し，また，昭和23年4月2日の閣議において，

前記請願の趣旨にそってその実現に極力努めるということが決定されると，直ちに国立国語研究所

創設委員会を設け，民主的な討議に基づいてこの研究機関の基本的事項を定めることとした。創設

委員会は，安藤正次，時枝誠記，柳田国男等18氏を委員として昭和23年8月，国立国語研究所の性

格及び国立国語研究所設置法案を審議し，文部大臣に意見を提出した。

（3）設置法の制定

　国立国語研究所設置法案は，創設委員会の審議を経たものを原案として関係方面との折衝の末，

昭和23年11月13日に閣議決定を経て国会に提出された。この法案は，両院の審議を経て，同年11月

21日可決成立した。

　法案提出の際の文部大臣下条康麿氏の提案理由説明は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　国立国語研究所設置法案提案理由

　わが国における国語国字の現状を顧みますときに，国語国字の改良の問題は教育上のみならず，国民生

活全般の向上に，きわめて大きな影響を与えるものでありまして，その解決は，祖国再建の基本的条件で

あると申しても過言ではありません。

　しかしながら，その根本的な解決をはかるためには，国語および国民の言語生活の全般にわたり，科学

的総合的な調査研究を行う大規模な研究機関を設けることが，絶対に必要なのであります。

　言い換えますならば，国語国字のような国家国民に最も関係の深い重大な問題に対する根本的な解決策

をうち立てますためには，このような研究機関によって作成される科学的な調査研究の成果に基づかなけ
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ればならないと存じます。

　国家的な国語研究機関の設置は，実に，明治以来先覚者によって提唱されてきた懸案であります。また，

終戦後においては，第1回国会において，衆議院および参議院が，国語研究機関の設置に関する請願を採

択し，議決されましたのをはじめ，国語審議会からの建議ならびに米国教育使節団の勧告等，その設置に

ついては，各方面から一段と強く要望されるに至りました。

　政府におきましても，その設置について久しい間種々研究を重ねてきたのでありますが，実現を見るこ

となくして今日に至ったのであります。しかるに，このたび，国会におきまして請願が採択され，世論の

支持のもとに，急速にその準備が進められることになりました。

　さて，この法案を立案するに当りましては，その基本的な事項につきましては，国立国語研究所創設委

員会を設けて学界その他関係各界の権威者の意見を十分とり入れるようにいたしました。

　次に，この法案の骨子について申し述べます。

　第一に，国立国語研究所は，国語および国民の言語生活について，科学的な調査研究を行う機関であり，

その調査研究に当っては科学的方法により，研究所が自主的に行うよう定めてあります。

　第二に，この研究所の事業は，国民の言語生活全般については広範な調査研究を行い，国語政策の立案，

国民の言語生活向上のための基礎資料を提供することといたしてあります。

　第三には，この研究所の運営については，評議員会を設けて，その研究が教育界，学界その他社会各方

面から孤立することを防ぐとともに，研究所の健全にして民主的な運営をはかるようにいたします。

　この研究所が設置され，調査研究が進められてまいりますならば，わが国文化の進展に資するところは，

はなはだ大きいと存じます。（以下略）

　このようにして，国立国語研究所設置法は，昭和23年12月20日，昭和23年法律第254号として公

布施行され，ここに国立国語研究所は正式に設置された。同日，文部次官井出成三氏が所長事務取

扱となり，昭和24年1月31日，西尾実氏が所長に就任した。また，同年2月4日創設委員であった

安藤正次氏ほか16氏が評議員に委嘱された。

2．設置法の廃止と組織令の制定

　総理府の附属機関として設置された臨時行政調査会（会長　土光敏夫，施行昭和56年3月16日）

は，昭和58年3月14日，最終答申を中曽根首相に提出し，これを受けた政府は同年5月24日，新行

政改革大綱「臨時行政調査会の最終答申後における行政改革の具体化方策について」を閣議決定し

た。

　この新行政改革大綱に基づく機構の整理，再編，合理化の一環をなすものとして，国立国語研究

所設置法（昭和23年法律第254号）は，国家行政組織法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法

律の整理等に関する法律（昭和58年法律第78号）第60条の規定により廃止され，国立国語研究所は，

新たに，文部省組織令（昭和59年政令第227号）第108条（文化庁の施設等機関）に定める研究所

として昭和59年7月1日に発足し，研究所の事業組織運営その他研究所に関し必要な事項は，国

立国語研究所組織令（昭和59年政令第283号）で定められた。
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3．年表

昭和23年12月20日

昭和24年1月31日

昭和24年12月20日

昭和29年10月1日

昭和30年10月1日

昭和33年4月1日

昭和35年1月22日

昭和37年4月1日

昭和40年3月19日

昭和41年1月10日

昭和42年2月6日

昭和43年6月15日

昭和49年3月22日

昭和49年4月11日

昭和51年1月16日

昭和51年10月1日

昭和51年12月4日

昭和52年4月18日

昭和54年3月14日

昭和54年10月1日

昭和55年10月1日

昭和56年4月1日

昭和57年4月1日

昭和58年12月2日

昭和59年7月1日

昭和63年10月1日

平成元年4月1日

国立国語研究所設置法公布施行。（昭和23年法律第254号）研究所庁舎として

宗教法人明治神宮所有の聖徳記念絵画館の一部を借用。

文部次官井手成三所長事務取扱に就任。

総務課及び2研究部によって発足。

西尾　実初代所長就任。

庶務部となる。

千代田区神田一つ橋1丁目1番地の一橋大学所有の建物を借用し，移転。

組織規程改正。3研究部となる。

組織規程改正。4研究部となる。

西尾　実所長退任。岩淵悦太郎二代所長就任。

現在の北区西が丘3丁目9番地14号（旧北区稲付西山町）に移転。

旧図書館（現第四号館）竣工。

旧電子計算機室（現第二資料庫）竣工。

敷地等大蔵省から所管換え。

文化庁設置とともに，文部省から移管され，文化庁附属機関となる。

研究棟（現第二号館）竣工。

組織規程全部改正。庶務部，5研究部及び日本語教育部となる。

岩淵悦太郎所長退任。林　大三代所長就任。

組織規程一部改正。日本語教育部を日本語教育センターに改める。

管理部門及び日本語教育センター庁舎等（現第一号館・第三号館）竣工。

組織規程一部改正。日本語教育センターに第二研究室新設（10月1日）及び

日本語教育教材開発室設置（振替）。

皇太子殿下御視察。

組織規程一部改正。日本語教育センターに第三研究室新設。

組織規程一部改正。日本語教育センターに第四研究室新設。

組織規程一部改正。日本語教育センターに日本語教育指導普及部設置（振

替）。

林　大所長退任。野元菊雄四代所長就任。

国家行政組織法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関す

る法律（昭和58年法律第78号）により国立国語研究所設置法は廃止されるこ

とになった。

文部省組織令の全部改正（昭和59年政令第227号）

国立国語研究所組織令施行（昭和59年政令第228号）

組織規程一部改正。国語辞典編集室新設。

組織規程一部改正。情報資料研究部の設置（振替）及び2研究部の室の改編。
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平成2年3月31日

平成2年4月1日

平成10年3月31日

平成10年4月1日

平成11年12月22日

平成13年1月6日

野元菊雄所長退任。

水谷修五代所長就任。

水谷修所長退任。

甲斐睦朗六代所長就任。

独立行政法人国立国語研究所法公布（法律第171号）。

独立行政法人国立国語研究所個別法施行。
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調査研究活動の概要

1．調査研究活動の特色等

　研究所の開拓した新しい国語研究活動の特色としては，（1）人文科学において困難とされていた共

同研究の体制を組織したこと。（2）社会調査の方法を用いて言語生活・言語行動を正面の研究対象に

取り上げたこと。（3）大規模な計量的調査を行い，またそのためコンピュータを利用した研究方法の

新分野を開拓したこと。（4）各地方言の調査研究等において，大規模で，組織的な全国的調査を実施

したこと。（5）児童生徒の言語能力の発達についての研究等において，経年追跡的観察調査を行った

こと。（6）創設以来研究所に蓄積された情報資料の利用方法などについて検討を始めたこと等を挙げ

ることができる。

　なお，日本語教育に関して，言語学的研究のほか，その研究に基づく，各種の研修，教材教具の

開発などを行っている。また，国語辞典編集に関しては用例採集を行うかたわら，辞典のあるべき

姿について基礎的調査研究を進めている。

　調査研究活動の成果は，別掲「刊行物」の欄に示すように，年報，国語年鑑，報告，資料集，論

集その他として刊行されている。これらの調査研究に際して得られた新聞雑誌の用語・用字，方言

語彙等の資料カードその他は，逐次整理保管されている。

　なお，平成12年度における，研究組織は，別項29・30ページに掲げる機構図のとおりである。

2．平成12年度調査研究の概要

（1）現代雑誌200万字言語調査（特別推進研究）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言語体系研究部

　現代日本語の書きことばの実態を総合的に明らかにし，将来の姿を見定めることを目的として大

規模な調査研究を行う。具体的には，平成6（1994）年に刊行された月刊雑誌約70種から200万字

規模の標本を抽出して，そこに使用されている文字，語彙，文法の実態を調査・記述し，現代日本

語の書きことばの構造を多面的に追究する。

　現代日本語の書きことばについて最も信頼できる調査は，国立国語研究所が昭和31（1956）年に

行った「現代雑誌九十種の用語・用字調査」である。しかし，調査時点からすでに40年以上が経ち，

この間の日本語及び日本語をめぐる状況の少なからぬ変化を考えれば，「現代」の書きことばをと

らえる新たな調査研究は不可欠となっている。

　本研究は，このような趣旨から，文字，語彙，文法に関する調査を企画・実施し，文字調査では

文字表（漢字仮名比率，漢字字体ごとの頻度，出現分野などの情報，分野ごとの各種統計も含む），

語彙調査では五十音順・度数順・意味分野別などの各種語彙表，文法調査では用例集・文型一覧な

どの作成を行う。また，それぞれについての文字論，語彙論，文法論的分析の結果を報告書として

まとめることを最終目標とする。

　今年度は，5年計画の第2年次として，前年度に作成した「共通基礎データ」にもとづき，文
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字・語彙・文法の各側面について，次のような手順で調査研究を進める。文字調査では，月刊雑誌

約70種より得られた約200万字の文字データを用いて，漢字と平仮名，片仮名，ローマ字などの比

率を示すとともに，そこで使われている漢字の種類を集計し，常用漢字とその表外字との割合など

を明らかにする。語彙調査では，昨年度に引き続き，「共通基礎データ」に語彙調査自動化プログ

ラムを施し「語彙調査1次データ」の作成を行うとともに，順次単位切り・同語異語判別・品詞情

報の人手による修正を行う。また，サンプル箇所を記した紙面のデジタル化，データベース化を行

う。文法調査では，文型一覧作成のための準備として「共通基礎データ」に品詞情報を付与し，文

を単位としたデータの整理を行う。

（2）言語行動の多様性に起因する言語問題についての研究領域の創成（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言語行動研究部第一研究室

　日本語社会の言語行動の多様性に起因する言語問題を対象とする研究領域を創成・準備するとと

もに，プロジェクト研究として展開可能な事象の広がり・緊急性・研究方法・社会的意義等を検討

しそれを具体化することを目的とする。

　言語使用が言語問題の一つとなりうる背景には，言語行動様式・ディスコースあるいはそれを支

える言語意識等に地域差・性差・年齢差・集団差などが存在することにある。すなわち，そうした

違いを持つ者同士が接触するところに，言語使用が言語問題となるひとつの原因がある。そこでま

ず，言語行動の多様性そのものについて十分把握する基礎研究が必要となる。

　それをふまえた上で，ではいかなる社会差に基づくいかなる言語行動の接触がどのような言語問

題を生み出すのかという言語行動と言語問題との対応関係・規則性，あるいは言語問題そのものの

広がりと深さ等について把握する研究が次の段階として必要となる。

　最終年度である本年度は，昨年度に引き続き，この研究領域を創成・準備してプロジェクト研究

の候補を探索すべく，所外の研究者も交えた研究会を開催して検討を継続する。その議論を踏まえ，

現代の日本語社会において解決すべき言語問題の広がりと類型について試案を示し，次年度以降の

独立行政法人化後の展開の土台を作ることをめざす。

　なお，当研究室がこれまで行なった「学校敬語調査」「敬意表現調査」で得たデータも検討資料

の一つとし，上記の視点からの分析も取り入れながら分析を進める。このうち「学校敬語調査」の

アンケート調査については報告書を刊行する。

（3）日本人の話しことばに関する総合的研究（特別推進研究）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言語行動研究部第二研究室

　従来の言語研究の大部分は実際上書きことばの分析であったとの認識にたって，話しことばに特

化した言語研究の方法を開拓する。研究テーマの中心となるのは，発話意図や話者の心的態度，あ

るいは感情など，文字にはあらわれることのない情報（パラ言語情報）の伝達メカニズムの解明で

ある。その他に，対話を中心とした音声データの収集とデータベース化手法の研究，および，話し

ことばの社会的多様性についても研究をおこなう。
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　本研究課題は，昨年度から発足した科学技術振興調整費開放的融合研究「話し言葉の言語的・パ

ラ言語的構造の解明に基づく『話し言葉工学』の構築」と密接に関係するので，平成13年度以降は

両研究を融合した形で実施する予定である（開放的融合研究については，23ページを参照された

い）。

　今年度は独立した研究課題として最終年度にあたるので，パラ言語情報に関する音声科学的研究

の成果と話しことばの社会差に関する研究の一環として昨年度に実施した発話の丁寧さの知覚に関

する実験の成果を論文として公開する予定である。

（4）方言文法の総合的研究（①方言文法・表現法地図作成のための研究，②方言文法の記述とそ

の通時的解釈に関する基礎的研究）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言語変化研究部第一研究室

　『方言文法全国地図』第4～6集（表現法編1～皿）を完成させるとともに，各地方言文法の記述

と分布等の解釈・分析を通して，将来の全国的調査に向けた確実な基盤作りを目的とする。

　本年度は，①においては，（a）『方言文法全国地図』第5集「表現法編ll」を編集する。第5集

「表現法編H」は，命令・禁止・義務，強調・詠嘆，意志・勧誘・希望，推量・様態・伝聞，疑

問・反語，授受，あいさつ表現に関する50項目を対象とする。（b）『方言文法全国地図』「資料一覧」

のための第5・6集の機械可読データを整備し，公開準備を行う。なお，第1～4集については既

に公開している（http：／／www．kokken．go．jp／hogen）。（c）言語地図作成の機械化を検討し，コンピュー

タ処理のための具体的なデータ並びにプログラムを作成する。②においては，所内外の研究者と共

同して，具体的なテーマのもとで，各地方言文法の分析と解釈を継続し，総合的なモデルの形成に

アプローチする。

（5）言語発達・言語教育・言語生活に関する総合的研究（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言語教育研究部

　言語教育研究部では上記課題のもと，以下の3つのテーマについて調査研究を行う。

研究テーマ1：言語教育の基礎としての言語生活調査に関するデータベース作成と統計学的研究

　　国立国語研究所ではこれまでに多くの社会言語学的調査研究を行ってきている。その多くは国

　立国語研究所報告として結果の公表が行われているが，申には種々の理由により最終報告に至っ

　ていないものも見受けられる。本研究は，（1）北海道における言語生活の実態，（2）世界28力国にお

　ける日本語観国際センサス，（3）鶴岡市における共通語化の過程，に関する最終報告を行うととも

　に，各調査で得られた個票データの公開，さらには，言語政策研究会の開催を行うものである。

　本年度は各調査の分析を進めるとともに，北海道調査の最終報告書を刊行する予定である。

研究テーマ2：言語発達・言語教育に関する多角的研究

　　本研究は，言語発達・言語教育に関して多角的に研究を行うことを目的とする。今年度は教育

　基本語彙データベースへの付加情報付けを完了させ，報告書とデータ集の出版を行うとともに，

　教育用漢字を中心とした漢字データベースを作成する予定である。
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研究テーマ3：小学校の教室談話におけることばの多様性

　　総合学習の導入に伴い地域の様々な職業の人々に授業参加・協力を求める機会が増えつつある

　状況の中で，教室談話における方言と共通語の役割を再検討し，地域生活に根ざした言語として

　の方言の機能について再考する必要性が高まりつつある。そこで本研究は，沖縄県の公立小学校

　を対象に，学校で広く行われている小グループ活動に焦点を当て，児童が方言と共通語をどのよ

　うに使っているかを多角的に分析する。

（6）日本語研究資源の形成と共有のための基盤に関する研究（特別推進研究）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報資料研究部

　国立国語研究所が行って来た日本語に関する研究・事業の成果や収集した情報など，蓄積した研

究成果，資料，関連情報などを日本語に関する研究を進める上での重要な資源と考え，急速に進歩

している電子的な手段やネットワーク，物理的手段などを活用し，その共有化，利用，将来への保

存・伝承の基盤とその整備に関する基礎的，応用的研究・事業を推進し，このことによって国立国

語研究所の「日本語研究資源」を形成し，広く世界に公開することを目的とする。また，この研究

は，現在進行中の研究や，今後の研究を載せる共通の土台を築くことによって，新しい研究成果を

共通の資源としていくことを推進することをも目的とするものである。この目的の下で，相互に関

連性を有する以下の研究をサブテーマとして，表記の研究題目の下に推進する。

①研究成果の組織的蓄積と公開に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報資料研究部第二研究室　担当

　国立国語研究所は1948年の設立以来，日本語及び日本人の言語生活に関する科学的な調査研究を

行って来た。これらの成果は研究報告，資料集，データ集等の刊行物の形で，各方面で参照され利

用されてきている。これらの研究成果は，日本語に関する基礎的資料として，また，多くの先駆的

な研究として，日本語研究の中で重要な位置を占めて来ているだけでなく，多くの研究資料は日本

語の貴重な歴史的記録でもある。この50年間におよぶ多くの研究の蓄積を埋もれさせることなく，

新しい研究の中で広く内外の研究者が有効に活用していくと共に，日本語の基礎的研究資料として

後世に伝えていくことが課題であり，研究成果の組織的な蓄積・保存・管理とその蓄積全体に関す

る情報検索・アクセス・情報提供の手段の整備が必要である。

　本研究は（a）研究資料の物理的側面，情報的側面の両者に関し，整備・組織化を進め，散逸の

危機にさらされたり，埋もれがちな蓄積を研究資源として確実に保存しつつ再生させるとともに，

（b）現在及び将来にわたる研究所全体の研究活動・成果の公開，共有をより効果的に進めるための

基盤を形成することを目的とする。これは，オンラインの「日本語研究資料館」とでも呼ぶべきも

のを形成することにつながるものでもある。今年度は，研究成果・資料に関するデータベースの

構築，報告書・資料の電子化とインターネットによる公開に関して，資料の性格や電子化の方法や

蓄積・公開に関わる基本的な事項に検討を加えつつ順次実行する。また，資料の物理的な保管環境
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の整備への着手を行う。

②日本語データベースの構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子計算機システム開発研究室　担当

　現在，わが国では，ワードプロッセサやパーソナル・コンピュータの利用は日常生活や教育現場

などにも広く浸透し，利用対象の多様化が進んでいる。これら情報機器の普及の中で，JIS　XO208

に対して漢字の字体や種類などの問題の指摘や，これに対する各種の計画・提言が行われている。

　本研究は，これらの研究計画を進めるに当たって基本資料となる，昭和41年から国立国語研究所

で行った「現代新聞の調査（朝日・毎日・読売、朝夕刊3紙1年分，約200万語）」データを基に，

漢字（見出し漢字6，349字に約40項目の属性情報を付加したもの）と用例（約200万語相当）及び新

聞記事の切り抜き記事（約12，000枚）を統合した日本語データベースの構築と電子媒体（DVD）形

式のデータベース公刊を目的とする。

　本データは，世界で初めてコンピュータを使った大規模日本語処理の過程で作られたものであり，

これを一般に公開することは歴史的な財産としても学術的にも重要な意義を持つものである。また，

新聞記事データベースは，国立国語研究所における大規模データベースとしての利用や，海外の日

本語教育機関に対する日本語データ提供システムの基礎資料ともなるものである。

　今年度は（a）現在進めている漢字データベースと，昭和41年度発行の3紙分に対する用例及び

新聞切り抜き記事に対するデータベース・プログラムの開発，（b）漢字データの最終見直しと，

JIS　XO201（補助漢字）の付加情報付けを行い，　JIS　XO221（UNICODE）に対応するための拡張を

行い（c）毎日・読売朝夕刊の用例データベースの校正と修正処理および切り抜き記事の入力を行う。

③新聞のJIS外漢字に関する数量的研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子計算機システム開発研究室　担当

　近年，新聞をめぐる環境は大きく変化しつつある。新聞記事は，国内に限らず海外にもインター

ネット経由で流れており，日本語を解する世界中の人々に読まれているようである。このような状

況から，新聞を対象にした文字調査に当たっては，紙媒体上の記事だけではなく，今や新聞社各社

のホームページから発信されている記事やCD－ROMで市販されている新聞記事データベースといっ

た電子媒体（以下，これらを新聞電子媒体とよぶ）も射程におさめたうえで議論すべき時代が到来

したといっても過言ではない。

　新聞電子媒体の利用に際して直面する問題点の一つにJIS外漢字の処理がある。ホームページや

市販の新聞記事データベースはJIS漢字の範囲内でテキストデータを電子化しているため，通常の

テキスト処理ではJIS外漢字のデータを採集することができない。そこで本研究はJIS外漢字を検

索・探知する方法ならびに，JIS外漢字の種類と頻度を分析するための手法を確立することを目的

とする。

　朝日新聞記事全文データベース『CD－HIASK’93』の記事テキストデータを対象に，以下の手順

で分析を進める。（a）ゲタ文字「＝」ならびに仮名化マーク「＾」のKLICを作成し，縮刷版と照
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合する。（b）JIS外漢字箇所を探索し，紙面で表記を同定する。（c）JIS外漢字のTrue　Type　Fontを

入手し，パソコンで漢字頻度表を作成。（d）漢字頻度表の統計分析を行う。本年度は（a），（b）を

行う。

（7）国語関係新聞記事の蓄積と活用の研究一記事本文の活用と資料収集法の検討一（新規）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報資料研究部第一研究室

　国立国語研究所では，昭和24年からことばに関する新聞記事を収集し，「新聞所載国語関係記事

切抜集」として保存している（約850冊，記事総数約11万件）。これは，「言語」「言語生活」という

特定の視点で収集された日本で唯一の新聞資料であり，かつ，過去50年という長い期間を視野に入

れているという点で他に類を見ない資料である。

　これまでの研究において，各記事について，掲載紙名，日付，見出し，及びキーワード等を収録

した「見出しデータベース」（記事索引）を作成した。記事本文を画像データ化することにより，

「切抜集」の広範囲での効率的な利用が可能になり，データベース利用の活性化につながる。また，

別媒体化により，資料の劣化・散逸等の危険性を分散させることもできる。このほか，本研究では，

資料収集・整理法の検討，新規資料の収集とデータベースへの登録「切抜集」及びデータベース

を利用した研究を行う。

　本年度は，次のことを行う。（1）効率的な資料収集法の一つとして，切り抜きサービス利用を試行

し，問題点を把握する。（2）蓄積資料の一部を対象として，記事本文のマイクロフィルム化及び画像

データ化を実施するとともに，紙面利用について著作権処理を進める。（3）記事の収集・整理，及び

基礎情報・検索情報の入力を継続して行う。（4）蓄積資料を用いて，言語意識（の変化）について分

析する。

（8）文献情報の収集・整理法に関する研究

　　一収集・編集システムの高度化・効率化に関する基礎的研究一（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報資料研究部第二研究室

　本研究では，国語学及び関連諸科学の研究動向を把握し，より効率的に文献情報を提供するため

に，文献・研究情報全般について，収集法及びその整理法の研究を行う。特に最近のパソコン環境

の進歩に合わせて，研究室のパソコン環境の整備更新を行い，収集・編集システムをさらに改良し

て作業の効率化を図る。

　本年度の年次計画は，主として以下の三事業である。（a）パソコン環境を整備更新する。（b）

文献情報の収集・編集システムの雑誌編をwindowsに移植し，校正の部分を改良する。（c）国語年

鑑2000年版を編集・刊行する。

（9）方言録音文字化資料に関する研究（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報資料研究部第二研究室

　方言録音・文字化資料の整備は，方言が全国的に消滅に瀕している現在，もっとも緊急を要する
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もので，各方面から強く要請されている。その一方で，録音・収集されたが公開されなかった，録音

テープや文字化原稿が存在するという矛盾した状況にある。

　本課題では，このような貴重な歴史的データとしての方言録音・文字化資料を整理・検討して公

表するとともに，音声・文字化データなどの談話資料を対象として方言文法の分析・研究を行うこ

とを目的とする。

　本年度（第5年次）は，現在までに入力・整備が完了したものの中から、各県30分程度の自由会

話を選定し，方言談話データベースとして，報告書の刊行を開始する。談話データは、方言音声と

その文字化（カタカナ表記），標準語訳（漢字かなまじり表記）から成る。さらに，調査の概要，

地点や話者についての情報も付加する予定である。

（le）言語研究に現れる術語の語誌的研究（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国語辞典編集室

　近年，言語研究及び言語教育の分野において，“日本語”を意味する「国語」「日本語」といった

術語の選択をめぐる議論が行われることがある。このことは，専門分野のみならず，教育や政策な

どの関連する領域においても問題となる。本研究では，国語学・日本語学・言語学の立場にたち，

この種の語彙についての，用例の収集と意義用法の検討，さらに語誌的記述を進め，その議論の基

礎となるべき実証的資料を作成し，蓄積する。

（11）言語表現の意味・機能の普遍性と多様性に関する研究（特別推進研究）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター第四研究室（幹事），第一研究室，第二研究室

　コミュニケーションにおける文や発話は，文法表現などの言語形式，音声・韻律，対人行動的機

能など，さまざまな要素に関わる側面からとらえることができる。これら諸要素によって実現され

る意味・機能を多面的にきめ細かく分析することは，「意味の説明をより実感に即したわかりやす

いものにする」「日本語らしいコミュニケーションのあり方をより具体的な形で把握する」という

点で，日本語教育のための基礎研究として重要である。

　本年度は，以下のことを行う。

1）文法的意味，音声・韻律，談話的機能などの各側面から，日本語と他言語との対照研究的考察

をすすめる。

2）所内担当者に加え，第四研究室の客員研究員および日西・日葡・日仏対照研究者の協力を得て，

対照研究というものが日本語教育に対して果たしうる貢献の可能性と方向性についてまとめ，報告

書の原稿を作成する。

（12）学習手段選択時代の日本語教育に関する国際共同研究（国際研究協力経費）（新規）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター

　国内外で情報化の進む中，日本語教育の領域でも各種の情報通信手段を用いた新たな教育・学習

環境が実現している。こうした動向も含めて，世界各地での日本語教育は，これをとりまく環境や
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制度，具体的な学習・教育の手段・教材・方法などにおいて極めて多様化しているのが現状であ

る。

　本研究は，こうした現状にある国内外の日本語教育の学習環境・学習手段について，詳細で具体

的な実態を把握することを目指す。例えば，学習環境・教育制度・教育指針，言語観・学習観，教

室活動・学習活動，教材・施設，情報獲得基盤など，学習・教育のさまざまな側面について通信調

査や現地調査などを通じて把握しようとする。

　初年度に当たる12年度は：基本的な調査内容や調査項目を策定することを目標として，国内・国

外（当面は東南アジアの一か国）の日本語教育機関を対象にした事例的パイロット調査を企画し実

施する。

（13）日本語教育研修の内容・方法と評価に関する研究（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター日本語教育指導普及部日本語教育研修室

　本研究は、（1＞日本語教師教育の内容・方法に関する研究，（2）教育能力評価に関する調査研究，（3）

対象別日本語教育カリキュラムに関する調査研究（ODA），（4）第一言語・第二言語習得に関する調

査研究，（5）異文化理解に関する調査研究，の五つで構成される。これらの研究成果に基づき運営さ

れる研修事業は，申核的人材の育成等教師の成長を目指すとともに，今後の日本語教師教育研究に

関わる情報収集の場となることを併せて目的とする。

　本年度は，コミュニティにおける言語習得（ビジネスマン，留学生等）に関する民族誌的研究及

び社会調査，成人就労者の異文化理解に関する調査を行う。また，第一研究室等と共同で，日本語

教育における実習教育と日本語教師派遣に焦点を当て，日本語教師が職務遂行に必要な能力とその

評価，指導内容・方法やコースデザインとその評価について，大学日本語教員養成課程研究協議会

や（社）日本語教育学会や国際交流基金日本語国際センター等の協力を得て基礎的資料の作成を行

う。さらに日本語教育長期専門研修修了生の自己研修・相互研修に関する調査，相互研修ネットワ

ー クに参画した地域日本語教育の日本語指導者及び団体に関するフォローアップ調査を行う。

　対象別日本語教育に関する調査研究（ODA）では，引き続き国際交流基金関西国際センターや

中国帰国者定着促進センターなどの協力を得て，技術研修生等の専門分野別日本語教育，日本語に

よるビジネスコミュニケーションのための日本語学習，中国帰国者の遠隔学習支援に関するアクシ

ョンリサーチを行う。

　これらの活動の進捗報告と得られた情報・資料や知見は，報告書や研修室のWebページ

（http：／／www。kokken．go．jp／jsl／）や関連学会での発表等を通じて，日本語教育実践や日本語教育施

策に関する基礎資料として広く提供される。

（14）日本語学習の内容と方法に関する開発的研究

　　一日本語総合シラバスの構築と教材開発指針の作成一（特別推進研究）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター日本語教育指導普及部日本語教育教材開発室

　日本語学習の内容と方法について，教育界・研究界の状況を把握・分析し，その改善に資する資

一 12一



料の作成，教材及びその使用法の開発等を行う。．

　本年度は，平成8年度から実施してきた研究課題「日本語総合シラバスの構築と教材開発指針の

作成」の完結を主な内容とし，多様化する日本語学習者のそれぞれに対して適正な学習内容と学習

プログラムを提案するための理論的基盤を作ることを目指す。

　平成12年度の内容は主に以下の範囲にわたる。

　1．日本語学習の内容と方法に関する課題の探索

　日本語学習・教育の分野全般にわたり，実践・研究の現状を把握し，研究・開発の必要性につい

て知見を得る。そのため，「日本語教育教材開発協議会」を引き続き設置し，本課題の進行状況を

報告して助言を受ける。また，日本語学習・教育の全般にわたって検討すべき課題を協議する。ま

た，作業部会を設置し，検討課題の収集・検討を行なう。

　2．日本語総合シラバスの構築

　多様化する日本語学習者のそれぞれに対して適正な学習内容を提案するための母体となる学習項

目総表（日本語総合シラバス）を作成する。そのため，三つの部会を設置し，検討を行う。

　第1部会（言語体系シラバス作成部会）：言語体系操作能力の項目一覧表作成

　第2部会（言語運用能力シラバス作成部会）：言語運用能力の項目一覧表作成

　第3部会（社会文化能力シラバス作成部会）：社会文化能力の項目一覧表作成

　3．日本語学習と学習者に関する調査研究

　各学習者に最適の学習プログラムを提案するための基準を作成することを目的として，学習環

境・学習者条件等を記述する枠組みを開発し，学習者に関する情報を把握する上での問題点を探索

する。個別の問題を順次取り上げ，作業部会において具体的な資料を作成して教材開発協議会・各

部会の検討に供する。現在，以下の作業部会が活動中である。

　学習者条件記述作業部会：学習者条件記述方法の検討

　生活者ニーズ調査作業部会：国内居住外国人の日本語ニーズに関する調査の実行

　大学留学生日本語能力記述作業部会：大学での勉学に必要な日本語能力に関する認識状況の把握

　4．接触場面における伝達行動の記述に関する調査研究

　日本語学習の内容を決定する前提として，日本語を用いた伝達行動のあり方を記述し，特に，非

母語話者として参加する際の問題点についての知見を得る。個別の問題を順次取り上げる。当面，

以下の作業部会を設ける。

　談話種別記述作業部会：談話種別の分類・網羅

　伝達行動記述作業部会：単位方略種別の補充

　言語主体記述作業部会：伝達行動参加者記述の枠組み開発と種別網羅

　日本語印象調査作業部会：日本語母語話者と非母語話者とのコミュニケーションの実態分析

　接触場面分析作業部会：日本語母語話者と非母語話者とのコミュニケーションの実態分析

　5．学習内容の設定と学習方法の適用に関する調査研究

　日本語学習・教授の手段と学習内容とをそれぞれ見直し，学習プログラムの設計あるいは学習状

況の改善のための基礎的知見を得る。個別の問題を順次取り上げる。当面，以下の作業部会を設け
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る。

　学習手段検討作業部会：「学習手段」の収集・分類

　書きことば教育課題収集作業部会：書きことば教育の範囲と問題点の列挙

　6．日本語学習辞典作成のための基礎資料の蓄積

　学習内容の全体像を示す資料としての「基本語用例データベース」を構築し，各種の学習辞典を

作成するための母体資料，教授者用参考資料等の形態に整備して順次提供する。

　当面，「漢字語用例集（仮称）」を編集し，平成13年度刊行に向けて、原稿整備を続行する。並行

して，上記「日本語総合シラバス」の基軸をなす「言語体系シラバス」としての修正を行う。また，

すでに作成されている『基礎日本語活用辞典インドネシア語版』を広く入手可能な形態で提供する

ため，市販化の準備を継続する。

　7．視聴覚教材とその利用方法の開発普及

　視聴覚的方法による学習・教育の改善を目的として，映像を中心とする素材の開発・提供とその

利用方法の開発，さらに，それらの普及を行う。本年度は、新たに『映像で日本語を学ぼう』シリ

ーズを刊行し、『映像で日本語を学ぼう』1では「視聴覚フォーラム5」（平成11年度開催）におけ

る討議経過および作成教案等をもとに、視聴覚教材を利用した指導方法を紹介する。また、「日本

語教育映像教材初級編検討会」を引き続き開催する。

　8．日本語教育参考資料の作成

　『日本語教育指導参考書』22および23を編集する。

　9．成果の公表・普及

　上記各項目に関連して，「研究会」等を引き続き開催し，記録の作成・配布を継続する。

　計画終了時には，以下のような範囲にわたる知見・資料を学術文献・教材・辞書，参考書，資料

集等の刊行物または電子媒体・通信により公表するとともに，研究集会における発表，研修等にお

いて直接普及することを目指す。上記項目の成果のとりまとめについては、報告書編集作業部会が

管理を行う。

　「日本語総合シラバス」の公表：「言語体系シラバス」「言語運用能力シラバス」「社会文化能力

シラバス」の3次元からなる多次元シラバスとしての「日本語総合シラバス」を作成・公表する。

多様な学習者のそれぞれにとって有用な学習項目となりうる内容の母体資料として提供し，学習支

援者が学習を設計する際に利用されることを期待する。

　学習手段の適切化に関する指針の提供：多様な学習者のそれぞれにとって適切な学習を設計する

ための参考として，以下の各領域に関する記述の枠組みを提供し，教授者・学習支援者の利用に供

する。

　　学習者条件……学習者の背景条件，ニーズ，学習適性等

　　学習環境……居住地，教育機関，教授者等が学習に及ぼす影響と効果

　　学習手段……学習上効果を持ちうる活動・メディアの種別・範囲とそれぞれの特性・得失

　学習内容としての日本語の使用に関する記述：日本語の体系・運用の現状に関する教育の視点か

らの記述，特に非母語話者として日本語による伝達に参加するために必要な知見の収集を行う。

一 14一



　日本語学習者と社会との関わりに関する問題点の集約：日本・日本人・日本文化・日本語に対す

る意識・適応方策，日本語学習の社会的機能，また，日本社会における異文化出身者の受容・共生

等の問題点に関する考え方の枠組みを提供し，学習者及び支援者の行動決定に役立てる。

　これらにより，国内に居住する非日本語母語話者との共生に貢献する一方，海外においても，日

本・日本人・日本文化・日本語に対する理解及び関心の増進に貢献することを目指す。

3．平成12年度文部省科学研究費補助金による調査研究

基盤研究（A）（一般）

年少者日本語教育における学習環境と言語習得の研究（第1年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者佐々木　倫　子）

　本研究では，年少者の日本語習得と学習環境の諸要因についての基礎的データの蓄積を得ること，

日本語習得に年少者自身の学習者要因がどのように関係しているかを明らかにすることを目的とす

る。具体的には，内外の多様な年少者日本学習者集団に関して，（1）マクロレベルの学習環境調査，

（2）教室内インタラクションに焦点をあてた質的調査により学習環境の多様性と各々の特徴を明らか

にする。また中等教育レベルの学習者を対象に（3）言語能力，言語学習に関する意識および言語行動

に関する調査を行い，学習環境の諸要因と言語習得の関係について基礎的資料を蓄積する。これら

の調査によって，多様な背景にある年少者に対して，それぞれの社会的文脈に即した日本語教育の

内容と方法を設定する際の指針が得られるものと考える。

　本年度は，以下のことを行う。

　（1）言語政策，教育内容，教員養成・研修システム等マクロレベルの社会的学習環境に関する情

　　報・資料収集

　（2）教室内インタラクションの参与観察調査の準備及びパイロット調査の実施

　（3）主として中等教育レベルの学習者を対象とした言語能力および言語教育意識調査の準備

基盤研究（B）（一般）

文法体系のバリエーションに関する対照方言学的研究（第3年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者大　西　拓一郎）

　本研究では，日本各地の方言における文法現象（述語句の構造，助詞や助動詞の意味・用法など）

に関する方言間の対照を通じて，日本語方言の文法体系のバリエーションの様相を従来よりきめ細

かく記述するとともに，個々の変異発生のメカニズムについて考察を行う。方言間の比較対照は方

言研究において常に行われていることであるが，文法現象を分析する枠組み自体は共通語や個別方

言を対象にした文法研究の援用にとどまることが多い。本研究は，日本語方言における文法体系の

バリエーションの様相を詳細に記述・分析することを通じて，より一般性の高い文法分析の枠組み

を構築することを目指すものである。

　本年度は，各地方言文法の分析と解釈を継続し，総合的なモデルの形成にアプローチする。
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基盤研究（B）（一般）

音声によるパラ言語情報の伝達メカニズムに関する実験的研究（第3年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者前　川　喜久雄）

　話しことばと書きことばの本質的なちがいのひとつは，話しことばが話者の意図や心的態度など

のパラ言語情報を豊富に伝達している点に求められる。しかし，パラ言語情報がどのような音声学

的特徴によって伝達されているかについては，従来十分な研究がおこなわれてきていなかった。本

研究の目的は，音声科学の立場からパラ言語情報の伝達メカニズムを解明することにある。

　過去2年間の研究によって，パラ言語情報の影響が，従来から指摘されてきていたイントネーシ

ョンや分節音の持続時間長の特徴にくわえて，喉頭における声帯振動のありかたや分節音の調音運

動にも顕著に観察されることを明らかにすることができた。

　最終年度にあたる今年度は，これまでの音声科学的研究の成果をとりまとめると同時に，パラ言

語情報の定性的記述方法の開発をめざして，種々の知覚実験と語用論的考察をおこなう予定であ

る6

基盤研究B（2）

日本語教育のためのアジア諸言語の対訳作文データの収集とコーパスの構築（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　宇佐美　　　洋）

　本研究は，1）日本語学習者による日本語作文2）作文執筆者本人による母語訳3）日本語教師に

よる作文の添削という3つのものを収集・整理してデータベース化することを第一の目的とする。

二年目である本年度は，このデータベースに基づき，1）日本語と対訳言語との間の対照言語学的

研究2）学習者の母語の違いによる誤用発生傾向の比較3）母語・母文化の違いによる論理展開の違

いの比較4）作文添削の方法論の研究5）日本語作文指導法の確立などさまざまな方面での研究を

組織・運営し，その研究成果を公表していく予定である。

基盤研究B（2）

日本語教育遠隔研修システム（WebSTER）の研修効果の研究（第1年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　柳　澤　好　昭）

　本研究は，刺激付与と情報流通（研修環境）で得られたプロトコル・データの分析を通じて，協

力者の自己成長と遠隔研修システムの可能性を探るものである。協力者は，自己の教育実践現場で

設定した課題に対して，日本語教育センターや他の協力者からインターネット等で提供されるリソ

ース（情報資源）を活用して問題解決行動をとり，そこからの知見をリソースとして発信する。こ

のような内発的外発的刺激を受けることで自己研鐙を通じて，日本語教師の自律性，刺激付与によ

る態度変容と認知不協和，リソースの弁別基準と活用範囲と影響度について追究し，日本語教育に

おける教師の自己成長と遠隔研修システムのモデル分析を行う。
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基盤研究（C）（一般）

「全国方言談話資料データベース」に基づく方言文法の研究と検証調査（第3年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　井　上　文　子）

　本研究は，大量の方言談話の録音テープ・文字化原稿をもとに作成を継続している「全国方言談

話資料データベース」の音声・文字化データを対象として，方言文法の新研究を行うことを目的と

する。

　今年度は，近畿地方の各地点の談話テキストに出現する方言コードについて，記述と比較対照を行

い，分析・考察を加える。テキストでの形式の現れの一端を明らかにし，テキストの形態による方言

コードの運用の違いなどにも注目する。

　また，現地での確認・検証や若年層のいわゆるネオ方言コードとの対比も計画している。記述事

象を現在の実態と対比・検討するために，関西で若年層約60組を対象に談話を収録した。この関西

圏の若年層のネオ方言に関しては，すでに談話文字化データ集を作成しているので，これらの談話デ

ー タの分析を行い，若年層の使用実態と高年層の状況との比較対象も考慮に入れながら進めていく。

　これらの分析結果は，報告書としてまとめ，刊行する予定である。

基盤研究（C）（一般）

記述的日本語研究のための電子化コーパスの試作と活用の研究（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　山　崎　　　誠）

　本研究では，書きことばを中心とした日本語電子化コーパスの試作と活用およびその評価を通し

て，コーパスによる日本語研究が国語学における研究手段としての地位を確立することを目的とす

る。

　具体的には，約10万文を目標にデータを収集・加工する。これは，主として記述的文法研究のた

めに利用する。作成したコーパスの活用法として，連体修飾句の中の「ガ」と「ノ」の用法差など

文法的類義表現の使い分けを取り上げ，先行研究の結果をも踏まえて，有効な分析方法や分析の

ためのッールを開発，提案する。

　以上のような例を手がかりに，言語事実，言語理論，分析方法を「コーパス言語学」という観点

でとらえ直し，新しい日本語研究の手法の開発を目指すとともに，その限界を明らかにする。

　本年度は，電子化コーパスの試作に取り掛かるとともに，コーパスの活用に関する準備を行う。

具体的には以下のとおり。

　1．「日本語電子化コーパス」の試作

　　①資料の収集範囲の確定

　　②資料の収集・加工・整備

　　③適切な付加情報の種類と記述法についての提案

　　④コーパスの評価法のための基準の作成

　2eコーパスの活用法についての研究

　　①用例検索の方法および用例の分類について
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　・必要な用例を適切に抜き出すための方策の探求。　　　　　　　　4

　・抽出された大量の用例を効率的に分類・記述するたあに必要なアルゴリズムの探索。

②コーパスによる文法体系記述のための理論的枠組みの研究

　・コーパスを用いて従来とは違った観点から文法記述を考える枠組みを探る。

③コーパスによる文法的類義表現の分析

　・内省では用法上の差異が見出しにくい類義表現について，実際にコーパスにおける出現状

　　況や用法の重なりなどについて記述する。

基盤研究（C）（一般）

新聞6億字の言語調査と日本語学習者へのWeb出版によるデータ提供（第1年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　横　山　詔　一）

　海外の日本語学習者において常に強いニーズがある漢字学習の問題に中心を置き，教材開発の基

盤をなす言語資源の作成と，それをWeb出版の形で海外にも流通させる手段の開発を行う。

　本研究では，第一段階として，薪聞記事10年分約6億文字以上のテキストデータに基づいて，文

字頻度と単語頻度の調査を実施する。単語頻度調査では，日本語形態素解析ソフトを利用して単語

分割を行う。それらの結果に基づいて，新聞によく登場する漢字がどのような熟語・用例で使用さ

れるのか，その年次変動はどの程度なのか，新聞社によって文字・単語の使用傾向に違いがあるの

か，などを多変量解析等の手法により究明する。

　第二段階では，文字・単語調査で得られた頻度表を，海外の日本語教育機関に提供し，世界のイ

ンターネットに流通させるためのシステムを開発する。現在のところ，海外の大部分のWWWブラ

ウザは，日本語を表示できない。Javaなどの言語を用いて日本語を表示する試みもなされているが，

実用にならないことも珍しくない。本研究は，文字・単語頻度表のHTMLあるいはXMLファイル

に，インターネット上で公開されている世界最大の「フォントGIFデータベース」へのリンク情報

を記述することによって，9万字以上の漢字画像ファイルを利用できる環境を整備する。これによ

って，日本語環境を持たないWWWブラウザでも，文字・単語頻度表を閲覧できるようになる。そ

の基本技術は，日本電子出版協会がWeb出版のために開発した標準フォーマット（JepaX）を活用

する。

奨励研究（A）

タイ語・カンボジア語の韻律パタンの対照と，日本語教育への応用（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　宇佐美　　　洋）

　タイ語とカンボジア語は，基本的には1形態素が1音節からなる「単音節性言語」であり，かつ

インド系言語（サンスクリット・パーリ語）からの絶大な影響を受けたという共通点をもっている。

しかし，リズム・イントネーションなどの韻律的特性という点で見ると，この両言語はかなりかけ

離れた性質を持っている。昨年度は，特に「統語境界の表示に関わる韻律特徴」という点に関して，

実験的な手法に基づく調査研究をおこなった。
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　本年度は，昨年度の研究成果をふまえつつ，タイ語・カンボジア語・そして日本語が，韻律的特

徴という観点から見た場合，世界の言語の中でどのような位置付けを持つのかという類型論的考察

をおこなうと同時に，こうした考察から得られた知見を応用し，タイ語・カンボジア語を母語とす

る日本語学習者に対する効果的韻律学習法・指導法を開発していくことを研究の目的とする。

奨励研究（A）

学校言語教育の活動形態と談話構造に関する研究：日米の比較を通して（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　當　眞　千賀子）

　本研究は，日本と米国の公立小学校における言語教育の活動形態と談話の特徴を比較検討するこ

とを目的とする。現在，様々な観点から学校教育の再検討が行われているが，とりわけ言語教育は

学校活動一般に深く関わる領域であり，学校でどのような言語教育実践を構成していくかというこ

とが大きな課題の一つとなっている。この課題は教育活動のあり方の根本的な問い直しを含むもの

であり，異なる文化・歴史的背景のもとで培われた米国の言語教育実践との比較を通して，現在の

日本の言語教育実践を具体的に検討する基礎的研究が重要な役割を果たすと考えられる。そこで本

研究は，日本と米国の小学校でのフィールドワークと，一日を通した実践のビデオデータに基づき，

どのような言語教育活動がどのような談話構造を伴って営まれているかを明らかにする。

奨励研究（A）

動詞の多義性解消過程解明のための形態・連語・文脈情報の抽出に関する研究（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　柏　野　和佳子）

　本研究は，多義性のある動詞の意味が実際の文章や談話においていかに特定されるかという，多

義性解消過程の解明を目的とする。

　本年度は，用例から，多義性を解消する手掛かりに成り得る形態情報，連語情報，文脈情報を抽

出して記述する。そして，抽出した情報をもとに，多義性解消過程の手続き化を行い，その手続き

化の妥当性を計算機によって客観的に検証する。

奨励研究（A）

条件表現に関する対照方言学的研究（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　三　井　はるみ）

　本研究は，複文の一つのタイプである条件表現（前件と後件とがなんらかの因果関係をもって接

続されている表現）を取り上げ，体系の異なる複数の方言について，形態・統語・意味・談話の側

面から統一的に記述する方法の確立をめざす。そして，そのようにして記述した体系の方言間対照

を行うことによって，日本語（諸方言および共通語）の条件表現に見られる，広義の文法的特徴の共

通点と相違点を明らかにすることを目的とする。

　本年度は主として，第1年次に行った，各地方言の条件文を構成する接続形式の意味・用法に関

する予備的記述に基づいて，臨地調査を行う。これにより，記述の精度を高めるとともに，体系の
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対照という観点から考察を深める。

奨励研究（A）

日本語教育へのコンピュータ・ネットワーク導入の効果に関する研究（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　杉　本　明　子）

　本研究は、日本語教育におけるインターネット活用の効果・可能性を明らかにする第一歩として、

国内外の大学の日本語クラスにコンピュータ・ネットワークを導入した場合、（1）どのような日本語

の学習環境を創り出すことができるのか、（2）実際にどのように学習者の日本語能力の発達を促進す

るのかについて、実証的データに基づいて明らかにすることを目的とする。

　本年度は、参与観察、質問紙調査、インタビュー、言語テスト、電子メールのテキスト分析を通

して、コンピュータ・ネットワークの導入が日本語クラスへ与える影響を検討する。具体的には、

教育目標、カリキュラム、教材、教育方法、生徒と教師の対話過程、評価方法、学習過程・成果な

ど全体的な学校文脈を視野に入れたデータ収集・分析を行い、コンピュータ・ネットワークがもた

らす様々な効果とその要因に関する状況的学習の仮説モデルを構築することを目指す。

奨励研究（A）

会話コミュニケーションにおける韻律特徴の機能に関する実験的研究（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　小　磯　花　絵）

　本研究の目的は，話者交替やあいつちなどの会話調整現象と韻律特徴との関係を実際の会話デー

タにもとついて定量的に分析することによって，韻律特徴が会話コミュニケーションにおいて果た

す役割を明らかにすることである。具体的な目的として以下の2点を挙げる。

　（1）高品質かつ定量的分析に耐えうる規模の自由会話データを，正確かつ効率的に収集・構築する

　　ための手続きの確立。

　（2）韻律特徴と話者交替・あいつちの出現との関係を，上述の過程で得られた会話データにもとづ

　　き定量的に分析することで，どのような韻律特徴が話者交替・あいつちの出現と関係するかを

　　検討。

　本年度は2を中心に研究を進める。

奨励研究（A）

外国人なまりに対する日本人評価の社会心理学的・実験音声学的研究（第2年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　小河原　義　朗）

　本研究では，一般の日本人が外国人の発音する日本語の音声的特徴の中で，具体的にどのような

要素を高く，あるいは低く評価するのかなど「外国人なまりに対する日本人評価」の実態を明らか

にする。その際には，外国人なまりに対してどんな日本人が何をどのように評価しているのか，つ

まり外国人なまり自体における音声的要因だけに注目するのではなく，日本人の側の社会心理学的

要因を押さえた上で考究していく。それに基づいて，何にどの程度重点を置くべきかの重み付けを
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明示した音声教育シラバスの作成を行い，学習者の日本語の発音上の問題点を指導する際に，何を

どの程度どの順序で教えるべきか，教育現場に日本語音声教育のための指針を提供する。

　本年度は，日本人評価意識調査を継続し，様々な日本人の評価意識傾向を広く把握した上で，属

性・評価意識傾向別の音声評価実験に結び付けていく。

奨励研究（A）

多文化教育における関係調整能力の育成に関するエスノグラフィー（第1年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　ロラン・マリージョゼ）

　本研究では，仲立（mediation）を分析するために，パブリック・スペースとメディアの概念，

そして受容（reception）・議論（argumentation）・相互理（inter－comprehension）の認識・枠組み

を中心に，国内外のマネージャー，教員および日本語学習者から恒常的なニーズのある「関係と認

識的・行動的構築の学習」に関して，関係調整能力育成の基礎資料となるエスノグラフィー的な資

源の作成を行う。

　この活動で得られた情報・資料と知見は，関連学会での発表や研修室のWebページ

（http：／／www．kokken．go．jp／jsl／）を通して，主に日本語教育の実践に関する基礎資料として提供す

る。

奨励研究（A）

意味解析用辞書の構築における用例分析プラットホームに関する研究（第ユ年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　山　口　昌　也）

　本研究の目的は，用例を分析する際の支援をするプラットフォームを構築することである。ここ

では，動詞の多義語を対象に，語義分類が定まっていない状態で，用例を分類し，その結果から結

合価パターン獲得を目指す。

　本研究では，まず，ユーザの用例の分類を支援するための手法として，用例の管理，試行錯誤の

支援，用例の可視化の方法を検討・実現し，大量の用例分類を試みる。さらに，結合価パターンの

半自動的な抽出手法を考案し，得られた分類結果に適用する。

　本年度は，用例の収集を行うとともに，用例データベースの設計，および，用例の分類を支援す

る手法について検討・実現を行う。

研究成果公開促進費：データベース

「日本語学習者による日本語作文と，その母語訳との対訳コーパス」（第1年次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者　宇佐美

　このプロジェクトは，

1）日本語学習者（中級～上級レベル）が書いた日本語の作文（テクスト・画像・pdf）

2）1）を，執筆者が自分の母語に訳したもの（テクスト・pdf）

3）1）を，日本語教師（日本人教師＋現地教師）が添削したもの（画像）

洋）
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という3種類のものを電子化してCD－ROMに載せ，簡便な検索が可能なインデックスをhtmlファイ

ルで付したうえで，研究目的のため公開することを目的とする．作文は，主としてアジア各国から

1，000名以上のものを掲載できる予定である．

　このことにより，日本語学習者の誤用の分析，さまざまな言語と日本語との対照研究，母語・母

文化による添削者の視点や態度の違いの対照研究，外国人に対する作文指導法の開発など，さまざ

まな方面への応用を予定している．

研究成果公開促進費：データベース

「国立国語研究所新聞記事画像データベース」（第1年次）

　　　　　　　　　（「国立国語研究所新聞記事画像データベース」作成委員会　委員長　江川　清）

　国立国語研究所では，昭和24年からことばに関する記事を収集し，『新聞所載国語関係記事切抜

集』として保存している（約850冊）。これまでに，『切抜集』の各記事についての基礎情報（日付，

掲載紙名，見出し等），及び言語研究目的に対応したキーワード等の検索情報を収録した「見出し

データベース」を作成した（記事総数約11万件）。

　しかし，「見出しデータベース」を十二分に活用し，記事本文利用を高度化・効率化するために，

また，収集開始から50年以上が経過した切り抜き資料を長期的安定的に保存し，劣化・散逸等の危

険を分散させるためには，『切抜集』を別媒体に置き換えることが必要である。そこで，資料の量

と性質，形態等を考慮し，（1）切り抜き資料（記事本文）→マイクロフィルム，（2）マイクロフィルム

→画像データ，という2工程を経て，（3）画像データに「見出しデータベース」との照合情報を付加

することにより，「記事本文画像データベース」を作成することとした（切り抜き総数約15万枚）。

　本年度は，マイクロフィルム化を優先的に行うとともに，作成したマイクロフィルムについて一

定量を画像データ化し，「見出しデータベース」と連動させた「画像データベース」としてのシス

テム構築を進める。

　なお，『切抜集』は，戦後50余年にわたり，言語及び言語生活というテーマで収集された日本で

唯一のまとまった資料である。本データベースの作成により，『切抜集』の保存及び効率的な利用

が広い範囲で可能となり，言語生活史研究や社会言語学的史的研究の発展につながる。
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4．平成12年度科学技術庁開放的融合研究推進制度による調査研究

科学技術振興調整費開放的融合研究「話し言葉の言語的・パラ言語的構造の解明に

基づく『話し言葉工学』の構築」（第2年次）

　本研究は郵政省通信総合研究所と国立国語研究所が共同で実施するものであり，研究全体の総括

責任者は東京工業大学の古井貞煕教授（国立国語研究所に併任）である。

　研究の最終目的は自発的な話し言葉（spontaneous　speech）を処理可能な工学技術の基礎を確立す

ることにあるが，国語研究所は，研究期間（5年間）の前半においては，この目的を達成するため

に必要な大規模コーパス（データベース）の構築を担当する。このコーパスは自発的に発声した音

声（つまり朗読でない音声）を大量に収集して種々の付加情報とともにコンピュータに格納したも

のである。語数にして700万語（形態素）を目標としており，時間に換算すればおよそ800時間にな

るものと想定される。このコーパスは主として話し言葉を対象とした音声認識技術開発のために利

用されるが，同時に種々の言語研究にも利用できるよう配慮されている。

　付加情報としてもっとも重要なのは音声の文字化データであり，これには形態素境界と品詞の情

報が追加される。音声の文字化作業は手作業で行うが，形態素境界と品詞情報については通信総合

研究所と協力してコンピュータによる半自動的な情報付与を実現する予定である。

　この自動化技術の開発のためには，人間が作成した正解データが必要とされるので，データの一

部（50時間程度を予定）について，手作業による形態解析を実施する。このデータについては，言

語学・音声学での利用を想定したイントネーション構造のラベリングと分節音境界に関するラベリ

ングも実施する予定である。

　研究開始年度にあたる昨年度は，各種学会における研究発表の音声と年齢・性別を考慮して集め

た発話者による模擬講演の音声を合計で120時間程度収集するとともに，音声データの文字化基準

と形態素境界の認定基準の検討に多くの時間を割いた。今年度は以下の目標について研究を推進す

る予定である。

　1．昨年度に確立した手法を用いて250時間程度の音声を収録し文字化する。

　2．形態素境界と品詞情報の付与作業の体制を確立する。

　3．分節音境界の自動推定手法を検討する。

　4．自発音声に対するイントネーションラベリング手法を検討する。

　本研究に携わるスタッフとして当研究所からは，言語行動研究部第2研究室，国語辞典編集室，

言語体系研究部第2研究室の研究員が参加しており，フルタイムの若手研究員数名も雇用している。

さらに多くの大学・研究機関から非常勤研究員を招いて定期的に研究会を開催しており，開放的な

研究運営に努めている。

　なお上に述べたコーパスは研究終了時に一般公開する予定である。
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5．研究協力等

　当研究所での調査研究を遂行するため，地方研究員・実験学校・協力学校等の制度を設け，地方

研究員については，例年，地域ごとに原則として1名を委嘱している。また，研究の必要に応じて，

他機関との共同研究を行っている。従来，例えば統計数理研究所，国立教育研究所，日本新聞協会

等との共同研究がある。近年特に日本語教育に関して，国際交流基金，東京外国語大学，大阪外国

語大学，日本語教育学会等との協力関係が一段と深くなっている。

　なお，これまでも文部省，文化庁等の行政機関その他における審議会や委員会，例えば国語審議

会，教育課程審議会，日本語教育推進施策調査会等に所員が委員や協力者として参画しており，ま

た所員には，他の研究機関を中心とする科学研究費補助金の総合研究等に参加しているものがあ

る。

内地研究員・外国人研究員の受入れ

　各都道府県教育委員会・大学等から派遣される内地研究員及び国際交流基金・日本学術振興会等

の招へいその他による外国人研究員を1か月以上1年以内の期間で受入れ，研究の場を提供してい

る。
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6．事　業

（1）国語辞典の編集（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国語辞典編集室

国語辞典編集室コーパスの作成

　国語辞典編集の資料となるコーパスを作成する。コーパスとは，電子化して管理される大規模な

言語資料のことである。これまでに完成した「国定読本用語総覧」に続くものとして，「太陽コー

パス」の完成・公開を平成14年度に実現すべく，データ作成と，データにもとついた辞典編集のた

めの研究を行う。

　「太陽コーパス」は，20世紀はじめの日本語を代表する資料である総合雑誌『太陽』を，一定の

年次間隔で全文を電子化し，索引化を行うものである。

　『太陽』（1895年創刊，1928年廃刊）のうち，1901年から8年刻みに，1909年，1917年，1925年

を対象にし，創刊年の1895年を加え，全60冊分，1500万字規模の電子化データとする見込みである。

この電子化データに，スカウト式用例採集（専門家による任意採集）によって得られた語を，索引

として付ける予定である。あわせて，各記事の著作権関連の調査を行い，作成と利用の両面から，

コーパス事業の態勢を整えていく。

　また，「国定読本用語総覧」と「太陽コーパス」のデータを用いて，国語辞典編集の基礎となる

研究を継続する。

（2）国内外の日本語教育に関する情報の収集と発信（継続）

　①日本語教育関係資料の収集提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター

　第二言語としての日本語教育を有効に行うため，日本語教育に関する教科書・副教材・視聴覚教

材・日本語教育関係研究書・報告書・逐次刊行物などの資料を収集・整理し，閲覧に供するほか，

『日本語教育年鑑』により情報を提供している。また文献情報の一部は，日本語教育研修室Webサ

イトでも提供している。

　②『日本語教育年鑑』の作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター

　年に1度，文献情報ほか，各種日本語教育関連情報を掲載した『日本語教育年鑑』を作成してい

る。平成12年6月には，創刊号である『日本語教育年鑑2000年版』を刊行した。内容は以下の通り

である。

　第1章は，「日本語教育研究の動向」「21世紀への日本語教育の展望」「国内の日本語教育の課題

と政策の変遷」の3節からなり，日本語教育について概観している。

　第2章は，1999年12月時点での国内外の日本語教育に関係する省庁や機関・団体の活動報告を掲

載し，機関ごとのより詳細な動向を示した。
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　第3章には，1998年1月から1999年3月までの間に発刊された日本語教育関係論文1328件，内部

資料等も含めた図書391件の文献を掲載している。全体的な内容が把握できるよう，キーワードや

章立て等の1青報も示している。

　第4章は，国内外の日本語教育に関連する学会・研究会・教師会などに関する情報，平成10年度

文部省科学研究費補助金採択課題のうち日本語教育関係の課題等を示した。このほか，日本語基本

語彙研究文献一覧，今後の日本語教育施策の推進に関する調査研究協力者会議が平成11年3月に報

告した『今後の日本語教育施策の推進について』を再録している。

　③日本語教育研究連絡協議会の開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター

　日本語教育関係各界の関係者の参集を得て，日本語教育における課題を選定して協議を行い，関

連情報を得る。同時に，センターの情報を広く伝える。

　本年度は，実習教育に焦点を当てる予定である。

　④インターネットによる日本語教育研究ネットワークの構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター

　日本語教育センターは，研究報告書などの各種印刷物や日本語教育映画・ビデオなどの視聴覚教

材の発行，研修・講演会・シンポジウムなどの開催によって研究・事業の成果の公開を行っている。

本課題では，これらに加えてホームページを用いた即時性のある，また広範囲への情報の公開を図

ろうとするものである。

　本年度は，日本語教師教育研究に焦点を当て，国内外の連携を図る予定である。

⑤日本語コミュニケーション能力に関する国際協同研究のための外国人招へい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター日本語教育指導普及部

　「日本語コミュニケーション能力に関する国際共同研究」は平成6年度に日英対照研究から始ま

り，平成7年度にはさらに日独対照研究が加わった形で，単年度毎に招へい研究者を複数迎え，研

究課題をたてる形で進行してきた。そして平成11年度より，当研究課題は，国内外の日本語教育に

関する情報の収集と発信④　一国際共同研究のための外国人研究員招へい一」と名前を変え，さら

なる発展を目指している。招聰者の地域も，英語圏，ドイッ・ロシア等のヨーロッパ圏，中国と3

地域に広がり，計3人の招へい研究員体制へ移行する。

　本年度はアメリカ人研究者と，ドイツ人研究者，そして中国人研究者との対照研究を行う。

⑥世界の言語研究機関調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター

世界の言語研究機関の研究目的，内容を調べ，報告することを目的とする。

国立国語研究所は，国の機関として言語施策に資するための基礎的な研究・事業を行っているが，
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他の国々において，どのような言語研究がなされているかを知ることは，国立国語研究所，あるい

は日本語教育センターの研究・事業の充実に役立つものである。調査は，以下の2段階で行う。（1）

所在調査により，住所，設置目的，沿革，設置形態，予算，刊行物，組織等についての概略的情報

を得る。（2）直接当該研究機関に問い合わせる内容調査により，さらに詳しい情報を得る。

　本年度は，これまでに所在調査を行った47力国について内容調査を継続し，収集した情報を整理

する。

（3）日本語教育長期専門研修（定員50名）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター日本語教育指導普及部日本語教育研修室

　本研修は、「日本語教育研修の内容・方法と評価に関する研究」等の成果に基づき，日本語教育

に内在する諸問題の発見，診断，解決のために，総合的な視点，専門に関する能力・知識等を有す

る中核的な人材の育成を目指し，以下の2種類の研修を実施する。

研修A：日本語教育研修室が設定した共通テーマに関連する日本語教育研究を行う。共通テーマの

いずれかに関連する具体的な研究課題を研修生が設定し，定例会合への参加，所定の書式による研

究計画書の作成，自主的な検討会や勉強会や研究会の開催を含む研究活動の実施8月の短期集中

プロジェクトの実施，修了レポート（約3万字程度）の提出等を行う。

　本年度の共通テーマは，日本語教育における「評価」「子ども」の二つである。

研修B：原則として3～6人でチームを編成し，日本語教育に関する具体的な研究課題を各チーム

が設定し，所定の書式による研究計画書の作成，自主的な検討会や勉強会や公開研究会の開催を含

む研究活動の実施，修了レポート（約3万字程度）の提出等を行う。

　なお，本年度に限り，定員を研修Aは10名，研修Bは2チームとする。

（4）日本語教育相互研修ネットワーク（定員340名）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター日本語教育指導普及部日本語教育研修室

　本研修は、諸地域で日本語教育に関わる人や団体が日常の日本語学習支援活動で抱える諸問題を

解決するために必要な自己研修・相互研修活動への支援を目的とする。本年度は、地域連携、教育

実践現場の連携をより強化するために、地域における教材開発のための情報提供、参加者の自己研

修・相互研修に必要な情報流通、勉強会開催等への支援、地域研修会の開催、研修室Webページの

運営（http：／／www．kokken．go．jp／js1／）並びに一般利用可能な日本語教育リソース室の運営等を行

う。

（5）中等教員派遣前研修（定員5名）（継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育センター日本語教育指導普及部日本語教育研修室

　文部省学術国際局の中等教員交流事業の委託を受けて，オーストラリア，ニュージーランドおよ

び中国における中等教育機関での日本語教育に従事する国内中等教育教員に対して，期間を設定し，

日本語教育の基礎的な知識や技術並びに派遣国の日本語教育事情等についての研修を行う。
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平成12年度における主な公開事業

国際シンポジウムの概要

　1994年（平成6年）1月に、第1回国際シン

ポジウム「世界の国語研究所一言語問題の多様

性をめぐって一」が開催されて以来、以下のよ

うに、毎年1回、海外からの招へいを含めた研

究者が集まり、日本語の諸問題を議論している。

また、全体会のほか、多くの専門部会を開催し

ている。

第1回　世界の国語研究所

　　　　一言語問題の多様性をめぐって一

　　　　1994（平成6）年1月

第2回　新しい言語理論と日本語

　　　　1994（平成6）年6月

第3回　世界の言語教育・日本の国語教育

　　　　1995（平成7）年6月

第4回　国際社会の日本語

　　　　1996（平成8）年9月

第5回　言語研究と世界のシソーラス

　　　　1997（平成9）年8月

ことはフォーラムの概要

第6回

第7回

第8回

国際社会と日本語

1998（平成1O）年12月

バイリンガリズム

ー 日本と世界の連携を求めて一

1999（平成11）年7月

東アジアにおける日本語観国際センサ

ス

2000（平成12）年9月（予定）

本年は、以下の専門部会を予定している。

「自発音声韻律ラベリングワークショップ」

「日本語とアジア諸言語との作文対訳コーパ

　ス：対照言語学・日本語教育への応用」

　地域住民とことばについて考えたり話し合ったりする場として，「ことばフォーラム」を設け，

1999年（平成11年）11月に第1回を開催した。第1回目は，所員が行う講演と併せて，研究室の公

開を行った。

　なお，平成12年第1回は5月に開催し，本年は更に8月8日（火）及び11月11日（土）に開催を

予定している。

　また，今後毎年3回程度開催する予定である。
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1．機 構

所

機構・職員・予算

雲 務　　課　　図書館

計　　課

㌫霞量

幹㌶量

第一研究室

鑓ξ≡

　テム開発研究室

国語辞典編集室

第一研究室

第二研究室

第三研究室

第四研究室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教材開発室

現代語の文法に関する調査研究

現代語の語彙に関する調査研究

現代語の文字・表記に関する調査研究

社会生活における言語使用及び伝達効果に関する調査研究

音声及び文字に関する実馨的研究

方言に関する調査研究

近代語に関する調査研究

言語能力に関する調査研究

難難欝難；㌘1二：：1二辮提供

　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　

用例を収録した国語辞典の編集に関する調査研究及びこれに基づく辞典の編

集に関する業務

日本語教育に関し，日本語の音声，文字，語彙及び文法並びに日本人の言語

行動様式に関する調査研究並びにこれに基づく教育内容に関する調査研究
　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　

日本語教育に関し，日本語と欧米諸言語との対照研究及びこれに基づく外国

人の母語別，学習目的別等による教育方法に関する調査研究

日本語教育に関し，日本語と東南アジア諸言語との対照研究及びこれに基づ

く外国人の母語別，学習目的別等による教育方法に関する調査研究

日本語教育に関し，日本司と中国語，朝鮮語等との対照研究及びこれに基づ

く外国人の母語別，学習目的別等による教育方法に関する調査研究

日本語教育に従事し，又は従事しようとする者に対する一般的基礎的な研修
　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　

に関する調査研究及びこれに基づく研修会等の開催

日本語教育に関する基本的教材・教具の開発に関する調査研究及びこれに基

づく教材・教具の作成，提供
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2．評議員会

　　会　長　　木　田　　　宏

　　副会長　　野　地　潤　家

　評議員　　浅　野　　　修

　　　　　　池　端　雪　浦

石　井　米　雄

梅　田　博　之

神　谷　不　二

小　池　生　夫

阪　田　雪　子

築　島　　　裕

寺　島　アキ子

天　浦　美智子

中　西　　　進

中　村　克　史

長　尾　　　眞

野　元　菊　雄

廣　瀬　　　肇

松　野　陽　一

3．日本語教育センター運営委員

　　　　　　石　井　　　薄

　　　　　　尾　崎　明　人

　　　　　　　カッケンブッシュ
　　　　　　知　念　寛　子

　　　　　　崎　山　　　理

　　　　　　佐　藤　次　郎

　　　　　　清　水　陽　一

　　　　　　玉　村　文　郎

　　　　　　若　林　　　元

　　　　　　西　尾　珪　子

　　　　　　宮　地　　　裕

　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成12年6月1日現在）

（肋新国立劇場運営財団顧問

前鳴門教育大学長・広島大学名誉教授・鳴門教育大学名誉教授

㈹日本新聞協会顧問

東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所教授

情報資源利用研究センター長

神田外語大学長・京都大学名誉教授

麗澤大学教授・東京外国語大学名誉教授

東洋英和女学院大学教授・慶雁義塾大学名誉教授

明海大学教授・慶鷹義塾大学名誉教授

元東京外国語大学教授

東京大学名誉教授

脚本家・放送作家

前津田塾大学学長・津田塾大学名誉教授

大阪女子大学長

日本放送協会放送文化研究所長

京都大学長

（財）日本漢字能力検定協会理事・日本語教育研究所長

北里大学教授・東京大学名誉教授

国文学研究資料館長

　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成12年6月1日現在）

東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所長

名古屋大学教授

名古屋外国語大学教授

国立民族学博物館教授

働日本語教育振興協会理事長

国際交流基金日本研究部長

同志社大学教授

働日本国際教育協会専務理事

㈲国際日本語普及協会理事長

大阪大学名誉教授
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4．名誉所員

　　　　　芦　沢　　節

　　　　　石綿敏雄

　　　　　上村幸雄
　　　　　大　石　初太郎

　　　　　大久保　　　愛

　　　　　神部　尚　武

　　　　　斎賀　秀夫

　　　　　佐藤亮一
　　　　　高　田　正　治

　　　　　高橋太郎

　　　　　野村雅　昭

　　　　　野元菊雄
　　　　　林　　　　大

　　　　　林　　四　郎

　　　　　飛　田　良　文

　　　　　水谷　　修

　　　　　南　　　不二男

　　　　　宮　島達夫

　　　　　村　石　昭　三

　　　　　渡辺友左

（元言語教育研究部長）

（元言語計量研究部第三研究室長）

（元言語行動研究部主任研究官）

（元第一研究部長）

（元言語教育研究部第一研究室長）

（前言語行動研究部長）

（元言語計量研究部長）

（元言語変化研究部第一研究室長）

（元言語行動研究部主任研究官）

（元言語体系研究部長）

（元言語教育研究部長）

（四代所長）

（三代所長）

（元第四研究部長）

（元言語変化研究部長）

（五代所長）

（元日本語教育センター長）

（元日本語教育センター長）

（元言語教育研究部長）

（元言語行動研究部長）

（平成12年6月1日現在）
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5．定　　員

平成12年度

指　定　職 1

行　政　職 15

研　究　職 50

合　　計 66

6．職　　　員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成12年6月1日現在）

※　略語　併任…（併）　事務取扱…（取）　兼務…（兼）　非常勤職員…（非）

所　　　　　　長 所　　　　長 甲　斐　睦　朗

庶　　　務　　部 部　　　　長 桐　岡　博　道

庶　務　課 課　　　　長 原　　　國　正

課長　補　佐 入　江　久　男

【庶務係】 庶務係長（併） 入　江　久　男

庶　務　主　任 大　田　一　子

事務補佐員（非） 小根山　美鈴

〃 柿　原　由　美

〃 小　林　三枝子

（図　書館） 文部事務官 綱　川　博子
（兼） 井　上　文　子

事務補佐員（非） 加　納　恵　子

【人事係】 人事係　長 和　田　敏雄

人事　主　任 杉　本　文　也

会計　課 課　　　　長 白　藪　　進

課　長　補　佐 齋　藤　良　雄

専　門　職　員 庄　司　喜久夫

【総務係】 総務係長（併） 齋　藤　良　雄

文部事務官 渋　谷　　　進

【経理係】 経　理　係　長 藤　江　　　進

文部事務官 南　　雅　浩

事務補佐員（非） 鈴　木　宏　美

【用度係】 用　度　係　長 望　月　　勉

文部事務官 山　本　哲　也

事務補佐員（非） 飯　田　直　子

〃 中　野　恵津子
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言語体系研究部 部　　　　　長 相　澤　正　夫

第一研究室 室　　　　長 山　崎　　　誠

研　　究　　員 鈴木　美都代

第二研究室 室　　　　長 加　藤　安彦

研　　究　　員 柏　野　和佳子
（桑畑　和佳子）

第三研究室 室　　長（取） 相　澤　正　夫

研　　究　　員 笹　原　宏　之

研究補助員 小　沼　　　悦

言語行動研究部 部　　　　　長 杉　戸　清　樹

第一研究室 室　　　　長 尾　崎　喜　光

研　　究　　員 塚　田　実知代

第二研究室 室　　　　長 前　川　喜久雄

研　　究　　員 小　磯　花　絵

（併） 古井　貞　煕

〃 井佐原　　均

研究補佐員（非） 阿左美　厚　子

〃 河　西　秀早子

tt 兵　藤　銀　河

言語変化研究部 部　　　　長 吉　岡　泰　夫

第一研究室 室　　　　長 大　西　拓一郎

主任研究官 三　井　はるみ

研究補佐員（非） 白　沢　宏枝

第二研究室 室　　長（取） 吉　岡　泰　夫

研　　究　　員 中　山　典　子

言語教育研究部 部　　　　長 米　田　正　人

第一研究室 室　　　　長 嶋　村　直　己

研　　究　　員 當　眞　千賀子
（吉川　千賀子）

〃 小　高　京　子

情報資料研究部 部　　　　長 江　川　　　清

第一研究室 室　　　　長 熊　谷康　雄

研　　究　　員 池　田　理恵子

ク 辻　野　都喜江

第二研究室 室　　　　長 伊藤　雅　光

主任研究官 新野　直　哉
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第二研究室 主任研究官 井　上　文　子

研　　究　　員 齋藤　達　哉

〃 礒　部　よし子

（併） 熊　谷康　雄

電子計算機 室　　　　長 斎　藤　秀　紀

システム開発研究室 主任研究官 横　山　詔　一

研　　究　　員 米　田　純　子

国語辞典編集室 室　　　　長 田　中　牧　郎

主任研究官 山　田　貞　雄

研　　究　　員 小　椋　秀　樹

〃 山　口　昌　也

日本語教育センター センター長（取〉 甲　斐　睦　朗

事務補佐員（非） 佐渡島　沙　織

〃 篠　崎　佳　子

（柴　田　佳子）

〃 鈴木理子
第一研究室 室　　　　長 柳　澤　好　昭

研　　究　　員 小河原　義　朗

第二研究室 室　　　　長 熊　谷　智　子

第三研究室 室　　長（取） 杉　戸　清　樹

研　　究　　員 宇佐美　　　洋

（前　田　　洋）

第四研究室 室　　長（取） 杉戸　清　樹

主任研究官 井　上　　　優

日本語教育指導普及部 部　　　　長 佐々木　倫　子

日本語教育研修室 室　　　　長 石　井　恵理子

研　　究　　員 ロラン・マリージョゼ

〃 杉　本　明　子

〃 早　田　美智子

教務補佐員（非） 竹　田　麻　衣

事務補佐員（非） 時　田　真　理

？1 今井　祥　子

日本語教育教材 室　　長（取） 佐々木　倫　子
開　　発　　室

研　　究　　員 能波　由　佳

事務補佐員（非） 古　田　浩　之
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非常勤研究員

石井久雄
松田美香
間淵洋子
籠宮隆之
菊池英明
土　屋　菜穂子

石井正彦
伊藤克亘
荻野孝野
河原達也
北　研二
木村睦子
齋藤美紀
佐野　洋
竹澤寿幸
田中穂積
伝　康晴
徳永健伸
西川賢哉
渕　武志
槙　洋一
宮島達夫
山口聖子
山田和久
山本幹雄
佐藤亮一
篠崎晃一
松井直之
エリク・ロング

石山順子
小木曽　智　信

奥村大志
中　尾　比早子

本　多　久美子

（平成12年6月1日現在）

言語体系研究部第三研究室

　　　〃　　　　　〃

言語行動研究部第二研究室

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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〃

〃
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〃

〃

〃
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〃
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〃

〃

〃

〃

言語変化研究部第一研究室

　　　〃　　　　　〃

言語教育研究部第一研究室

情報資料研究部電子計算機システム開発研究室

国語辞典調査室国語辞典編集調査員

　　　　〃　　　　　　　　〃

　　　〃　　　　　　　〃

　　　〃　　　　　　　　〃

、t　　　　　　　　　　　　　　　　　tl
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吉　川　明日香

澤　木　幹　栄

小　出　いずみ

生　越　直　樹

木　村　英　樹

星

鷲　尾　龍

泉

有　賀　千佳子
（水　野　千佳子）

石　田　恵理子
（江　原　恵理子）

櫻　木　紀　子

武　田 誠

中　道　真木男

国語辞典調査室国語辞典編集調査員

日本語教育センター（客員研究員）

It ll

日本語教育センター第四研究室（客員研究員）

〃

〃

〃

It

〃

11

〃

〃

〃

〃

〃

〃

日本語教育センター日本語教育指導普及部
日本語教育教材開発室（客員研究員）

〃

〃

〃

tr

〃

〃
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7．予　算 （単位＝千円）

歳 出　　予 算 科　学　研　究　費
金　　額年度 定員

総　　額 人件費 事業費 種　　　　　　　別

重点領域研究　　1件 6，300

一 般研究（B）　　　　1件 1，000

2 70 709，086 465，126 243，960
　　〃　　（C）　　　　1件

奨励研究（A＞　　　4件

700
3，500

国際学術研究　　1件 5，500

計　　　　　　8件 17，000

重点領域研究　　2件 8，000

3 68 735，125 484，483 250，642
総合研究（A）　　　　2件
奨励研究（A）　　　5件

8，000

4，700

計　　　　　　9件 20，700

重点領域研究　　2件 3，700

総合研究（A）　　　　1件 3，000

4 68 785，268 507β00 277，968 一 般研究（A）　　　1件
　　〃　　（B）　　　2件

6，100

5，400

奨励研究（A）　　　4件 3，600

計　　　　　10件 21，800

総合研究（A＞　　　　1件 5，500

一 般研究（A）　　　1件 2，600

5 68 833，000 520，727 312，273
〃　　（B）　　　　　3件〃　　（C）　　　　　1件 5，500

1，200

奨励研究（A）　　　　6件 5，000

計　　　　　12件 19，800

創成的基礎研究　　1件 100，000

総合研究（A）　　　2件 10，500

一 般研究（A）　　　　　2件 7，000

6 67 891，527 550，120 341，407
〃　　（B）　　　　　　2件〃　　（C）　　　　　1件 4，700

1，200

奨励研究（A）　　　2件 1，900

国際学術研究　　1件 8，000

計　　　　　11件 133，300

創成的基礎研究　　1件 100，000

重点領域研究　　1件 3，300

総合研究（A）　　　　3件 7，200

一 般研究（A）　　　1件 2，700

7 67 940，131 555，630 384，501 〃　　　（B）　　　　　　　）2件 2，000

〃　　（C）　　　　　1件 1，000

奨励研究（A）　　　3件 3，100

国際学術研究　　1件 8，000

計　　　　　13件 127，300

創成的基礎研究　　1件 200，000

重点領域研究　　1件 2，300

基盤研究（A）　　　3件 7，500

8 67 972，964 575，417 397，547
〃　　（B）　　　　　2件〃　　（C）　　　　　2件 2，900

2，800

奨励研究（A）　　　1件 1，000

国際学術研究　　1件 4，100

計　　　　　11件 220，600

創成的基礎研究　　1件 150，000

重点領域研究　　1件 2，000

基盤研究（A）　　　1件 2，400

9 67 1，009，689 602，776 406，913
〃　　（B）　　　　　1件ク　　（C）　　　　　3件 goo

3，200

奨励研究（A）　　　　3件 3，200

国際学術研究　　1件 4，300

計　　　　　11件 166，000

創成的基礎研究　　　1件 130，000

特定領域研究（A）　　1件 1，800

基盤研究（B）（2）　　2件 7，400

10 66 1，007，247 590，052 417，195 〃　　　（C）（2）　　　　　　3件 3，000

奨励研究（A）　　　　4件 4，200

国際学術研究　　1件 3，200

計　　　　　12件 149，600

基盤研究（B）（2）　　3件 7，600

〃　　　（C）（1）　　　　　　1件 2，100

11 66 995β76 563，824 431，552
〃　　　（2）　　　　2件

萌芽的研究　　1件
1，500

1，200

奨励研究（A）　　　6件 7，600

計　　　　　13件 20，000

基盤研究（A）（2）　　1件 6，400

〃　　　（B）（2）　　　　　　4件 13，400

12 66 1，000，308 558，997 441，311
〃　　　（C）（1）　　　　　　1件〃　　　（C）（2）　　　　　　2件 700

2，700

奨励研究（A＞、－　　　9件一 ●；500

計　　　　1ゲ件 §6，ラθσ

注：歳出予算は当初予算額である。
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施設・設備・図書

1．敷地・建物

敷　地

　位　置　東京都北区西が丘3丁目9番14号

　面　積　10，030㎡

建　物

　第一号館（管理部門・講堂・図書館・日本語教育センター）　　　　　　　　　（延）5，719㎡

　第二号館（研究部門）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（延）3，015㎡

　第三号館（会議室・その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（延）　238㎡

　第一資料庫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（延）　213㎡

　第二資料庫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　106㎡

　その他付属建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（延）　330㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9，621㎡

2．設備

（1）電子計算機関係

　大量の用語用字調査，言語処理自動化，各種言語データの整理集計のために，電子計算機及び高

速漢字印字装置を導入し，研究の能率化に役立てている。その構成は次のとおりである。

電子計算機機器一覧（平成12年3月切り替え）

1．電子計算機室

　1）マルチメデイアデータベースシステム（Express5800／120Ha）

　　（1）制御装置（記憶容量：256MB）

　　（2）磁気ディスク装置（記憶容量：25．8GB）

　　（3）バックアップ用磁気テープ装置（N8851－12BC）12GB

　　（4）カラーページプリンタ装置（PR－L9050）1200DPI　4ページ／分

　2）電子掲示板システム（Express　5800／120Ha）

　　（1）制御装置（記憶容量：256MB）

　　（2）バックアップ用磁気テープ装置（N8851－12BC）12GB

　3）マルチリンガルシステム（Express5800／120Ha）

　　（ユ）制御装置（記憶容量：256MB）

　　（2）バックアップ用磁気テープ装置（N8851－12BC）12GB

　　（3）端末装置（PC98－NX）

　　（4）光学式文字読み取り装置

　4）漢字プリンタシステム（Express5800／120Ha）

　　（1）制御装置（記憶容量：256MB）

2台

1台

1台

1台

1台

1台
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　（2）磁気ディスク装置（記憶容量：25．8GB）

　（3）ページプリンタ（LL3000M）3000行／分

　（4）磁気テープ装置

　5）パーソナルコンピュータ（PC98－NX　MA50J）

　（1）3．5インチ光磁気ディスク装置（記憶容量：1．3GB）

　（2）日本語ページプリンタ装置（PR－L2650）16ページ／分

2．所内基幹ネットワーク（IGbps）

1）所内基幹用レイヤー3スイッチングハブ（IP8000／550）

2）所内支線統括用レイヤー3スイッチングハブ（IP8000／560）

3）所内メールサーバ装置（EWS4800／430EX）

4）ファイルサーバ装置（UP4800／740AD）

5）ニュースサーバ装置（EWS4800／570）

6）Proxyサーバ装置（EWS4800／410AD）

7）公開用WWWサーバ装置（EWS4800／570）

’8）所内用WWWサーバ装置（EWS4800／430EX）

9）ネットワーク監視サーバ装置（EWS4800／410AD）

10）ファイアウォール装置（EWS4800／410AD）

1台

10台

10台

4台

1台

13台

MB：（メガバイト）記憶容量

GB：ギガバイト

DPI：1インチ当たりのドット数

Gbps：1秒間で転送できるデータ量（ギガビット）

（2）音声・映像解析システム　（平成6年3月設置，平成12年4月現在の構成）

　このシステムは主に音声や映像・グラフィックスを使った研究のために，その素材の編集・作成

や分析，開発のための環境である。グラフィックス環境音声処理，マルチメディア機能，ビデオ

資料，音声資料などの操作・分析の機能，分析結果や資料の各種のメディアへの出力，CD，　CD－

ROMの作成などの機能をネットワーク環境上に構成してある。これらは，主に（1）音声の音響的分

析・研究（2）言語行動研究，言語コミュニケーション研究（3）言語地図を用いる言語地理学的な研究な

どの研究を支援し，研究の発展を図ることを目的として構成したものであり，又，資料保存・利用

を目的とした音声資料・映像資料のデジタル化，電子資料の作成等に利用するものである。音声・

グラフィックス・映像処理関連のプログラム・ユーティリティを備える。各部を接続するネットワ

ー クには，10BASE－Tを使用し，プロトコルはTCP／IP，　Apple－Talk．
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各部の名称 装　置　等　の　概　略 概　　　略

音声解析システム

TOS｝IIBA　AS4030EX（48MB，9GB）

DAT－Link（デジタルオーディオインターフェイス）

OS：Solaris．ESPS／Waves＋（音声解析ソフト）

音声の音響分析のためのオー

ディオインターフェイスと音

声解析ソフトを持つ

グラフィクワーク

ステーション

Silicon　Graphics　O2（1GB，4GB）十Disk　Array（100GB）

十IEEE1394インターフェイス，DDS3　DATテープドライブ

Silicon　Graphics　INDIGO／ELAN（384MB，32GB）

Silicon　Graphics　INDIGO／XS24（384MB，12GB）

DLTテープドライブ（DLT7000）

OS：IRIX．　Mathematica（数式解析ソフト），　S－Plus（統計解

析ソフト）

グラフィックス，デジタルメ

デイア処理や可視化ッール，

開発環境を持つ

サ　　ー　　バ

TOSHIBA　AS4080／40FGX（512MB，12GB）／OS：Solaris

Xerox　A　Color十RM－ICS十NPS2000X

（フルカラーコピー，イメージ出入力A3，400DPI）

QMS860（ポストスクリプトプリンター，600DPI）

TOSmBA　QIC1501／4インチカートリッジ磁気テープ装置

ネットワーク上でサーバとし

て機能

フルカラーのイメージ入出力

やプリンタのサービスをネッ

トワークに提供

CD－ROM作成
システム

SONY　NWS－3870（64MB，5GB）

CDW－900E（CD－ROMライター），　CD－ROM　Creator

YAMAHA　CDR400tx（CD－ROMライター）

CDやCD－ROMを作成す
る

ビデオ編集システ

ム

Macintosh　Quadra840AV（80MB，1GB）

FAST　Video　Machine，ビデオモニタ×2台

soNY　Evo－9850×3台（Hi8ビデオデッキ）

Nikon　COOL　SCAN（35㎜フィルムスキャナ）

パソコン上でビデオテープの

編集を行う

Power　Macintosh　G3／400（512MB，23GB）

Macintosh　Quadra840AV（80MB，1GB）

Video　Vision　Studio（ビデオキャプチャーボード）

ビデオをハードディスク上で

編集

データ分析・利用

環境周辺機器等

CANON　N13002台（32MB，540MB）／（NEXTSTEP，PC－

DOS）

A404PS　Lite（ボストスクリプトプリンター，300DPI）

EPSON　GT8000（スキャナA4，フルカラー，400DPI）

SONY　LVR－3000N，　LVA－7000（追記型ビデオディスク）

SONY　DSR－20　DVCAM（デジタルビデオデッキ）

VO－7600（Uマチック），　SVO－260（S－VHS）

SONY　PCM　R700（DATレコーダ）×4台，　MDS－E58（MDレ

コーダ）×2台，CDP－D500（CDプレーヤ），　SRP－CT3W（カセ

ットデッキ，Panasonic　SL－1200MK4（LPレコードプレーヤ）

音声・映像・データの利用の

ための周辺機器
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3．図書

　現代日本語についての文献を中心に，研究所の研究活動に必要な，日本語学・言語学関係の研究

文献及び言語資料を収集・所蔵している。特に，方言関係文献には，東条操氏，大田栄太郎氏が収

集・寄贈された全国方言に関する資料がある。東条文庫（方言），大田文庫（方言），保科文庫（言

語問題），見坊文庫（辞書），カナモジカイ（文字），などがおもなコレクションである。

　図書館システムとしては，学術情報センターと直結した蔵書目録データベースを導入している。

平成11年度までに中心的分野の図書約50，000冊の遡及入力が完了し，電子的な検索が可能となって

いる。

　研究所外へのサービスの提供は，人員の関係上，①研究所職員の紹介によるもの，②国立大学図

書館・大学共同利用機関の相互利用制度による共通閲覧証を所持しているもの，③情報公開制度の

規定に基づき，国立国語研究所刊行物の閲覧・複写をするもの，④その他，所長が適当と認めるも

の，を対象としている。

◎所蔵資料数（平成12年3月31日現在）

　蔵書冊数　　　　112，460冊（和漢書　98，129冊／洋書　　14，331冊）

　受入雑誌種類数　　1，004種（和雑誌　　901種／洋雑誌　　103種）

◎視聴覚関係資料

　（1）マイクロフイルム

　（2）フィルム（8ミリ）

　（3）レコード

　（4）録音テープ

　（5）マイクロフイッシュ，ビデオテープ，

　　フロッピーディスク，CD，　CD－ROM，

◎視聴覚関係機器

　（1）マイクロフィルムリーダープリンター

　（2）映写機（8ミリ），スクリーン

　（3）ビデオデッキ

　（4）モニターテレビ

　（5）ステレオシステム

34，点　　　916リーノレ

　1点　　　4巻

52点　　356枚

248点　　752本

90点　1，484本

1台

1式

2台

1台

1式
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刊 行 物

◎平成11年度主要刊行物

『国語年鑑』1999年版

　『国語年鑑』は，日本語に関する唯一の年鑑である。

　「第1部　文献」では，国内外の刊行図書1，552件・雑誌論文2，691件の目録i青報について，細密

な分類を施したうえで収録した。また，収録文献の入手等に関する便宜のために「採録図書発行所

一覧」「採録雑誌発行所一覧」の項を設けている。

　「第2部　名簿」では，国語関係者1，989名，各学会・関係諸団体84件，日本学士院（文学・史

学・哲学部門）・日本芸術院（第二部文芸）・日本学術会議（人文学系）の各会員，国語審議会委

員の名簿を掲載している。

　「第3部　資料」では，国語学及び関連科学に関する文部省科学研究費の交付状況や，第2部に

記載された学会・諸団体等の制定する賞の受賞者の一覧などを掲載している。

　さらに利用者の便を考慮して，第1部に収録された文献の著者・編者名の五十音順索引も設けて

いる。この索引によって，研究者個人の1年間の研究活動を概観することも可能となっている。

　なお，本書の編集を担当したのは情報資料研究部の伊藤雅光，新野直哉，斎藤達哉，江川清，熊

谷康雄である。

『日本語教育年鑑』2000年版

　『日本語教育年鑑』は，日本語教育関係の各種情報を掲載している。

　第1章は，「日本語教育研究の動向」「21世紀への日本語教育の展望」「国内の日本語教育の課題

と政策の変遷」の3節からなり，日本語教育についての概観を示している。

　第2章は，1999年12月時点での国内外の日本語教育に関係する省庁や機関・団体の活動報告を掲

載し，機関ごとのより詳細な動向を示した。

　第3章には，1998年1月から1999年3月までの間に発刊された日本語教育関係論文1328件、内部

資料等も含めた図書391件の文献を掲載している。全体的な内容が把握できるよう，キーワードや

章立て等の情報も示している。

　第4章は，国内外の日本語教育に関連する学会・研究会・教師会などに関する情報，平成10年度

文部省科学研究費補助金採択課題のうち日本語教育関係の課題等を示した。このほか，日本語基本

語彙研究文献一覧，今後の日本語教育施策の推進に関する調査研究協力者会議が平成11年3月に報

告した『今後の日本語教育施策の推進について』を再録している。

『日本語基本語彙一文献解題と研究一』

　日本語の基本語彙についての文献は，語彙表を具備した文献に限ると，これまでの80年間に約

200編を数える。本書は，それら200編から現代日本語の基本語彙を考える上で必要な文献122編を

選定し，それらの書誌的な解説を付け，全体の動向をとらえようとしたものである。本書は次の構
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成・内容になっている。

　1　研究の目的と方法…………・…・・

2

3

4

索引

　　　　　　　　　　　　　　・基本語彙の歴史を概説すると同時に本書の目的等について

　　　　　　　　　　　　　　　述べる。

基本文献の語彙表解題……………122編の各文献について見開き2ページの解説を付ける。

各文献からとらえた基本語研究…それらの122編を全11種に分類して，その特徴や問題点を

　　　　　　　　　　　　　　　記す。

本報告で取り上げなかった文献…「2」で取り上げなかった残りの70編余りについて簡単に

　　　　　　　　　　　　　　　記述する。

　　1　文献索引　　2　編著者索引

日本語と外国語との対照研究V【日本語とスペイン語（3）

　本書は、日本語教育センター第二研究室が行った、日本語とスペイン語との対照研究第3期「日

西対照研究一動詞とその周辺一」の報告書である。

　第一部では、7人の客員研究員および第二研究室担当者の各人による「日西対照研究一動詞と

その周辺一：序論」「日本語とスペイン語の拡大活用論」「活用と統語一日本語とスペイン語との

比較から」「〈estar＋過去分詞〉と〈テイル文〉一結果相解釈をめぐって一」「連結数量詞と事象

計算機能」「日本語の授与補助動詞とスペイン語の与格接語」「日西モダリティ対照研究序論」「依

頼のポライトネスー日本の大学生とメキシコの大学生一」の8本の論文が収められている。第二

部の「スペイン語話者のための日本語教材概説」「国内刊行のスペイン語学関連書（近年）」「日西

対照文献リスト」では、教材・文献に関する解説・情報を提供している。

　執筆者は以下の通り（五十音順）。青山文啓（桜美林大学）、上田博人（東京大学）、大倉美和子

（京都工芸繊維大学）、高垣敏博（東京外国語大学）、野田尚史（大阪府立大学）、福鳥教隆（神戸市

外国語大学）、藤井聖子（執筆時：第二研究室、現：東京大学）、三原健一（大阪外国語大学）

日本語と外国語との対照研究vr日本語とポルトガル語（2）：ブラジル人と日本人との接触場面

　本書は、日本語教育センター第二研究室が行った、日本語とポルトガル語との対照研究第2期

「ブラジル人と日本人との接触場面」の報告書である。

　本書は二部構成で、第一部には4人の客員研究員および第二研究室担当者の各人による研究の成

果として5本の論文が収められている。第二部には、ブラジル人人口の多い群馬県太田市をフィー

ルドとした調査研究にもとつく4本の論文が収められている。

　執筆者は以下の通り。太田亨（金沢大学）、河野彰（大阪外国語大学）、ナカミズ・エレン（京都

外国語大学）、三田千代子（上智大学）（以上第二研究室客員研究員）、谷啓子（立教大学）、野山広

（文化庁文化部国語課）、文野峯子（岡崎学園国際短期大学）、柳澤好昭（執筆時：日本語教育セン

ター日本語教育研修室、現：第一研究室）、藤井聖子（執筆時：第二研究室、現：東京大学）。
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日本語科学

　国立国語研究所における研究，並びにに国立国語研究所の研究活動と関連を有する研究の成果を

公表することを通じて，広範な日本語研究の発展に寄与することを目的に，年に2回刊行している

学術雑誌。上記の目的に合致する原稿であれば投稿資格は問わず，すべての投稿原稿について所内

外の2名の査読者による審査を行っている。

　平成11年度は，6号・7号の編集を行った。その内容は以下のとおりである。

第6号（平成11年10月刊行）

　脳から見た言語　廣瀬肇

　サエとデサエ　菊地康人

　ダケの位置と限定のあり方一名詞句ダケ文とダケダ文一安部朋世

　愛媛県青島方言のアクセント　清水誠治・秋山英治

　確認要求表現としての「ダロウネ」　宮崎和人

　書評横山詔一・笹原宏之・野崎浩成・エリク＝ロング編著

　　『新聞電子メディアの漢字一朝日新聞CD－ROMによる漢字頻度表一』　豊島正之

　世界の言語研究所（6）フランス国立科学研究センター音声言語研究所　CNRS　LPL

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西沼行博

　第7回国立国語研究所国際シンポジウム報告

　平成11年度国立国語研究所公開研究発表会ご案内

第7号（平成12年4月刊行）

　「新しい日本語」と日本語教育　阪田雪子

　「非限定」の連体修飾節に関する一考察一「眼前描写」の連体修飾節について一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソムキャット・チャウェンギッジワニッシュ

　動詞慣用句に対する統語的操作の階層関係　石田プリシラ

　共同発話における参加者の立場と言語・非言語行動の関連について　ポリー・ザトラウスキー

　二格名詞句の意味解釈を支える構造的原理　和氣愛仁

　言語行動分析の観点一「行動の仕方」を形づくる諸要素について一　熊谷智子

　ポンペイ語に取り入れられた日本語一外来語となった日本語とその退潮一　宮城紀美

　可能構文における格交替現象について　中村裕昭

　災害時の外国人に対する情報提供のための日本語表現とその有効性に関する試論

　　松田陽子・前田理佳子・佐藤和之

　世界の言語研究所（7）トルコ言語協会（TDK）林　徹

　平成11年度国立国語研究所公開研究発表会報告

　第7回国立国語研究所国際シンポジウム報告一その2一　第4専門部会／第5専門部会／第6専

　門部会
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新「ことば」シリーズ

　人々から広く関心を持たれている「ことば」に関する問題について，いろいろな角度から専門家

による分かりやすく的確な解説を加えるシリーズである。人々の言葉に関する関心を高め，日常生

活の中で言葉について考えたり話し合ったりするきっかけを提供する，という趣旨のもと刊行する。

昭和48年度以来，文化庁が編集を行ってきたが，平成11年度からは，国立国語研究所が編集を担当

することとなった。

　平成11年度は，「解説編」「問答編」各1冊（A5判，各96ページ）を編集・刊行した。

〈解説編〉

　新「ことば」シリーズ11『豊かな言語生活のために』

　　座談会「豊かな言語生活のために」　内田伸子・陣内正敬・橋元良明・甲斐睦朗

　　解説1「言葉って何だろう一人間にとって，人間の生活にとって一」　相澤正夫

　　解説2「「ことばのしくみ」について考える」　井上優

　　解説3「文字と暮らし」　横山詔一・笹原宏之

　　解説4「日本語の中の多様性」　三井はるみ

　　解説5「教室の談話」　當眞千賀子

〈問答編〉

　新「ことば」シリーズ12『言葉に関する問答集一言葉の使い分け一』

　　1．言葉の使い分けということ

　　2．語そのものの性質による使い分け

　　3．表現形式による使い分け

　　4．表現される事柄や内容の性質による使い分け

　　5．話し手による使い分け

　　6．言葉の地域性による使い分け

　　7．文章や会話の種類・文体による使い分け

　　8．場面による使い分け

　　参考資料1「国際社会における日本語についての総合的研究」

　　参考資料2「日本語の多様性に関するアンケート調査」

　　参考資料3「テレビ放送の語彙調査」

　　　執筆者・協力者／相澤正夫・池田理恵子・石井恵理子・石井正彦・小椋秀樹・尾崎喜光・

　　　　笹原宏之・杉戸清樹・田中牧郎・中道真木男・前川喜久雄・三井はるみ・山崎誠
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◎創立以来の刊行物（平成12年6月1日現在）

　注）『秀英出版』の刊行物は，現在『大日本図書株式会社』の取扱いとなっている。

国立国語研究所年報

　　1～45（昭和24年度～平成5年度）

国語年鑑

　　昭和29年版～1999年版

日本語教育年鑑

　　2000年版

国立国語研究所報告

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

・11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

八丈島の言語調査

言語生活の実態

一 白河市および付近の農村における一

現代語の助詞・助動詞

一用法と実例一

婦人雑誌の用語

一現代語の語彙調査一

地域社会の言語生活

一鶴岡における実態調査一

少年と新聞

一小学生・中学生の新聞への接近と理解一

入門期の言語能力

談話語の実態

読みの実験的研究

一音読にあらわれた読みあやまりの分析一

低学年の読み書き能力

敬語と敬語意識

総合雑誌の用語（前編）

一現代語の語彙調査一

総合雑誌の用語（後編）

一現代語の語彙調査一

中学年の読み書き能力

明治初期の新聞の用語

日本方言の記述的研究

高学年の読み書き能力

話しことばの文型（1）

一対話資料による研究一

総合雑誌の用字

同音語の研究

　　　　　（秀英出版刊）

（秀英出版刊・1996年版以降大日本図書刊）

　　　　（くろしお出版刊）　　　平12．6

（秀英出版刊）

　　　〃

〃

〃

It

lt

〃

8「

〃

〃

〃

〃

〃

（秀英出版刊）

　　　〃

（明治書院刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

lt

II

昭25．3

昭26．4

昭26．8

昭28．3

昭28．3

昭29．3

昭29。3

昭30．3

昭30．3

昭31．3

昭32．3

昭32．3

昭33．2

昭33．3

昭34．3

昭34．11

昭35．3

昭35．3

昭35．11

昭36．3
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21　現代雑誌九十種の用語用字（第1分冊，総記，語彙表）

22　現代雑誌九十種の用語用字（第2分冊，漢字表）

23　話しことばの文型（2）

　　一独話資料による研究一

24横組みの字形に関する研究

25　現代雑誌九十種の用語用字（第3分冊，分析）

26　小学生の言語能力の発達

27　共通語化の過程

　　一北海道における親子三代のことば一

28　類義語の研究

29　戦後の国民各層の文字生活

30－1　日本言語地図

30－2

30－3

30－4

30－5

30－6

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

日本言語地図

〈縮刷版〉

〈縮刷版〉

〈縮刷版〉

〈縮刷版〉

〈縮刷版〉

〈縮刷版〉

31電子計算機による国語研究

32　社会構造と言語の関係についての基礎的研究（1）

　　一親族語彙と社会構造一

33家庭における子どものコミュニケーション意識

34　電子計算機による国語研究（ll）

　　一新聞の用語用字調査の処理組織一

35社会構造と言語の関係についての基礎的研究（2）

　　一マキ・マケと親族呼称一

36　中学生の漢字習得に関する研究

37　電子計算機による新聞の語彙調査

38　電子計算機による新聞の語彙調査（ll）

39　電子計算機による国語研究（皿）

40　送りがな意識の調査

41　待遇表現の実態

　　一松江24時間調査資料から一

一　48一

（秀英出版刊）

II

〃

〃

　　　　〃

（明治図書刊）

（秀英出版刊）

〃

　　　　〃

（大蔵省印刷局刊）

　　　　〃

？1

〃

／1

〃

〃

〃

〃

tt

〃

lt

（秀英出版刊）

　　　〃

11

〃

（秀英出版刊）

〃

〃

〃

〃

〃

〃

昭37．3

昭38．3

昭38．3

昭39．3

昭39．3

昭39．10

昭40．3

昭40．3

昭41．3

昭41．3

昭56．10

昭42．3

昭57．8

昭43．3

昭58．6

昭45．3

昭59．2

昭47．3

昭60．3

昭49．3

昭60．3

昭43．3

昭43．3

昭43．12

昭44．3

昭45．2

昭46．3

昭45．3

昭46．3

昭46．3

昭46．3

昭46．3



42　電子計算機による新聞の語彙調査（皿）

43　動詞の意味・用法の記述的研究

44　形容詞の意味・用法の記述的研究

45　幼児の読み書き能力

46　電子計算機による国語研究（IV）

47　社会構造と言語の関係についての基礎的研究（3）

　　一性向語彙と価値観一

48　電子計算機による新聞の語彙調査（IV）

49　電子計算機による国語研究（V）

50　幼児の文構造の発達

　　一3歳～6歳児の場合一

51電子計算機による国語研究（IV）

52　地域社会の言語生活

　　一鶴岡における20年前との比較一

53　言語使用の変遷

　　一福島県北部地域の面接調査一

54　電子計算機による国語研究（W）

55幼児語の形態論的な分析
　　一動詞・形容詞・述語名詞一

56　現代新聞の漢字

57　比喩表現の理論と分類

58　幼児の文法能力

59　電子計算機による国語研究（W）

60　X線映画資料による母音の発音の研究

　　一フォネーム研究序説一

61　電子計算機による国語研究（Pt）

62　研究報告集一1－

63　児童の表現力と作文

64　各地方言親族語彙の言語社会学的研究（1）

65研究報告集一2－

66　幼児の語彙能力

67　電子計算機による国語研究（X）

68　専門語の諸問題

69　幼児・児童の連想語彙表

70－1　大都市の言語生活（分析編）

70－2　大都市の言語生活（資料編）

71研究報告集一3一

一 49一

（秀英出版刊）
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　　　〃

（東京書籍刊）

（秀英出版刊）
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〃
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（東京書籍刊）

（秀英出版刊）

　　　11

　　　〃

　　　〃

東京書籍刊）

（秀英出版刊）

（秀英出版刊）

（東京書籍刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

（東京書籍刊）

（三省堂刊）

　　　〃

（秀英出版刊）

昭47．3

昭47．3

昭47．3

昭47．3

昭47．3

昭48．2

昭48．3

昭48．3

昭48．3

昭49．3

昭49．3

昭49．3

昭50．3

昭50．2

昭51．3

昭52．2

昭52．3

昭52．3

昭53．3

昭53．3

昭53．3

昭53．7

昭54．1

昭55．3

昭55．3

昭55．3

昭56．3

昭56．3

昭56．3

昭56．3
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72幼児・児童の概念形成と言語

73　企業の中の敬語

74研究報告集一4－

75　現代表記のゆれ

76　高校教科書の語彙調査1

77　敬語と敬語意識

　　一岡崎における20年前との比較一

78　日本語教育のための基本語彙調査

79研究報告集一5－

80　言語行動における日独比較

81高校教科書の語彙調査II

82現代日本語動詞のアスペクトとテンス

83研究報告集一6－

84　方言の諸相

　　一『日本言語地図』検証調査報告一

85研究報告集一7－

86　社会変化と敬語行動の標準

87　中学校教科書の語彙調査

88　日独仏西基本語彙対照表

89　雑誌用語の変遷

90研究報告集一8－

91　中学校教科書の語彙調査II

92，談話行動の諸相

　　一座談資料の分析一

93　方言研究法の探索

94研究報告集一9－

95　児童・生徒の常用漢字の習得

96　研究報告集一10－

97－1　方言文法全国地図1　助詞編

97－　2　方言文法全国地図2　活用編1

97－3　方言文法全国地図3　活用編H

97－4　方言文法全国地図4　表現法編1

98　児童の作文使用語彙

99　高校・中学校教科書の語彙調査　分析編

100　日本語の母音・子音・音節

101研究報告集一11一

一 50一

（東京書籍刊）

（三省堂刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

　　　〃

（三省堂刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

（三省堂刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

　　　〃

（三省堂刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

（三省堂刊）

　（秀英出版刊）

　　　　〃

　（東京書籍刊）

　（秀英出版刊）

（大蔵省印刷局刊）

　　　　〃

　　　　〃

！1

　（東京書籍刊）

　（秀英出版刊）

　　　　　〃

　（秀英出版刊）

昭57．3

昭57．3

昭58．3

昭58．3

昭58．3

昭58．3

昭59．3

昭59．3

昭59．3

昭59．3

昭60．1

昭60．3

昭60．3

昭61．3

昭61．3

昭61．3

昭61．3

昭62．3

昭62．3

昭62．3

昭62．3

昭63．3

昭63．3

昭63．3

平元．3

平元．3

平3．3

平5．3

平11．3

平元．3

平元．3

平2．3
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102　場面と場面意識

103　研究報告集一12－

104　研究報告集一13－

105　研究報告集一14－

106　常用漢字の習得と指導　付・分類学習漢字表

107　研究報告集一15－

108　【日本語と外国語との対照研究シリーズ1に記載】

109－1鶴岡方言の記述的研究

　　一第3次鶴岡調査報告1－

110　研究報告集一16－

111　【日本語と外国語との対照研究シリーズ2に記載】

112　テレビ放送の語彙調査1

113　日本語における表層格と深層格の対応関係

114　テレビ放送の語彙調査H

115　テレビ放送の語彙調査狙

116　日本語基本語彙一文献解題と研究一

（三省堂刊）

（秀英出版刊）

　　　〃

　　　〃

（東京書籍刊）

（秀英出版刊）

（秀英出版刊）

It

（秀英出版刊）

　（三省堂刊）

（大日本図書刊）

　　　〃

（明治書院刊）

平2．3

平3．3

平4．3

平5．3

平6．3

平6．3

平6．8

平7．3

平7．12

平9．3

平9．3

平11．3

平12．3

日本語と外国語との対照研究シリーズ

1

2

3

4

5

6

7

日本語とスペイン語（1）

マイペンライ

ー タイ人の言語行動を特徴づける言葉とその

　文化的背景についての考察その1一

日本語とポルトガル語（1）

日本語と朝鮮語（上）・（下）

日本語とスペイン語（2）

日本語とスペイン語（3）

（くろしお出版刊）

　　　　〃

〃

〃

〃

It

日本語とポルトガル語（2）：ブラジル人と日本人との接触場面　〃

平6．3

平7．3

平8．12

平9．3

平9．3

平12．3

平12．3

国立国語研究所研究報告集

　　62研究報告集一1－

　　65　研究報告集一2－

　　71　研究報告集一3－

　　74　研究報告集一4－

　　79　研究報告集一5－

　　83研究報告集一6－

　　85研究報告集一7一

（秀英出版刊）

tt

lt

〃

11

II

tt

昭53．3

昭55．3

昭57．3

昭58．3

昭59．3

昭60．3

昭61．3
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90　研究報告集一8－

94　研究報告集一9－

96　研究報告集一10－

101研究報告集一11－

103　研究報告集一12－

104　研究報告集一13－

105　研究報告集一14－

107　研究報告集一15－

110　研究報告集一16一

　　研究報告集一17一

（秀英出版刊）

　　　〃

　　　11

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　11

　　　〃

　　　〃

　　　〃

日本語科学

　　1　日本語科学創刊号　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国書刊行会刊）

　　2　日本語科学2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　3　日本語科学3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　4　日本語科学4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　5　日本語科学5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　6　日本語科学6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　7　日本語科学7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

新「ことば」シリーズ（平成10年度までは文化庁国語課編・大蔵省印刷局刊行）

　　新「ことば」シリーズ11『豊かな言語生活のために』　　　　（大蔵省印刷局刊）

　　新「ことば」シリーズ12　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　　　『言葉に関する問答集一言葉の使い分け一』

国立国語研究所資料集

　　1　国語関係刊行書目

　　　　一昭和17年～昭和24年一

　　2　語彙調査
　　　　一現代新聞用語の一例一

　　3　送り仮名法資料集

　　4　明治以降国語学関係刊行書目

　　5　沖縄語辞典

　　6　分類語彙表

　　7　動詞・形容詞問題用例集

　　8　現代新聞の漢字調査（中間報告）

（秀英出版刊）

　　　〃

　　　　11

　　　　〃

（大蔵省印刷局刊）

　（秀英出版刊）

　　　　〃

　　　　〃
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平10．4
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平11．4
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平12．4
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昭25．3

昭27．3

昭27．3

昭30．6

昭38．4

昭39．3

昭46．3
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9

10－1

10－2

10－3

10－4

10－5

10－6

10－7

牛店雑談安愚楽鍋用語索引

10－8

10－9

10－10

方言談話資料（ユ）一山形・群馬・長野一

方言談話資料（2）一奈良・高知・長崎一

方言談話資料（3）一青森・新潟・愛知一

方言談話資料（4）一福井・京都・島根一

方言談話資料（5）一岩手・宮城・千葉・静岡一

方言談話資料（6＞一鳥取・愛媛・宮崎・沖縄一

方言談話資料（7）一老年層と若年層との会話一

青森・岩手・新潟・千葉・静岡・長野・愛知・福井

方言談話資料　一老年層と若年層との会話一

群馬・奈良・鳥取・島根・愛媛・高知・長崎・沖縄

方言談話資料　一場面設定の対話一

青森・群馬・千葉・新潟・長野・静岡・愛知・福井・

奈良・鳥取・島根・愛媛・高知・長崎・沖縄

方言談話資料　一場面設定の対話　その2一

青森・群馬・千葉・新潟・長野・静岡・愛知・福井・

奈良・鳥取・島根・愛媛・高知・長崎・沖縄

11　日本言語地図語形索引

12　日本方言親族語彙資料集成

（秀英出版刊）

　　　〃

tt

lt

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

〃

〃

11

（大蔵省印刷局刊）

　（秀英出版刊）

昭49．3

昭53．3

昭54．3

昭55．1

昭55，1

昭56．1

昭57。2

昭58ユ0

昭60．3

昭62．1

昭62．8

昭55．3
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国立国語研究所言語処理データ集

1

2

3

4

5

6

7

高校教科書　文脈付き用語索引　　　　　　　　　　　（日本マイクロ）

話しことば　文脈付き用語索引　　　　　　　　　　　　　　〃

一 『言語生活』録音器欄データー

現代雑誌九十種の用語用字／五十音順語彙表・採集カード

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東京都板橋福祉工場）

話しことば　文脈付き用語索引　　　　　　　　　　　（日本マイクロ）

『分類語彙表』〔フロッピー版〕　　　　　　　　　　　（秀英出版刊）

『中学校・高校教科書の語彙調査』〔フロッピー版〕　　　　　〃

『現代雑誌九十種の用語用字全語彙・表記』　　　　　　　（三省堂刊）

昭60．3

昭62．3

昭62．10

平2．3

平5．10

平6．3

平9．9

国立国語研究所国語辞典編集資料

　　1　国定読本用語総覧1　第1期［あ～ん］

　　　　◎『尋常小学読本』明治37年度以降使用

　　2　国定読本用語総覧2　第2期［あ～て］

　　　　◎『尋常小学読本』明治43年度以降使用

　　3　国定読本用語総覧3　第2期［と～ん］

　　　◎『尋常小学読本』明治43年度以降使用

（三省堂刊）

〃

ll

昭60．11

昭62。3

昭63．3
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4　国定読本用語総覧4　第3期［あ～て］

　◎『尋常小学国語読本』大正7年度以降使用

5　国定読本用語総覧5　第3期［と～ん］

　◎『尋常小学国語読本』大正7年度以降使用

6　国定読本用語総覧6　第4期［あ～つ］

　◎『小学国語読本』昭和8年度以降使用

7　国定読本用語総覧7　第4期［て～ん］

　◎『小学国語読本』昭和8年度以降使用

8　国定読本用語総覧8　第5期［あ～つ］

（三省堂刊）

〃

〃

〃

〃

　　◎『ヨミカタ』『よみかた』『初等科国語』昭和16年度以降使用

9　国定読本用語総覧9　第6期［て～ん］　　　　　　　　　　　〃
　　◎『ヨミカタ』『よみかた』『初等科国語』昭和16年度以降使用

10　国定読本用語総覧10第6期［あ～つ］　　　　　　　　　　　〃
　　◎『こくご』『国語』昭和22年度以降使用

11　国定読本用語総覧11第6期［て～ん］　　　　　　　　　　　〃
　　◎『こくご』『国語』昭和22年度以降使用

12　国定読本用語総覧12総集編　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　国定読本用語総覧CD－ROM版　　　　　　　　　　　　　〃

平元．8

平2，6

平3．8

平4．6

平5．7

平6．7

平7．6

平8．6

平9．6
平9．12

国立国語研究所研究部資料集

　　幼児のことば資料（1）

　　幼児のことば資料（2）

　　幼児のことば資料（3）

　　幼児のことば資料（4）

　　幼児のことば資料（5）

　　幼児のことば資料（6）

（秀英出版刊）

　　　〃

〃

〃

〃

11

昭56．3

昭56．3

昭57．3

昭57．3

昭58．2

昭58．2

国立国語研究所論集

1　ことばの研究

2　ことばの研究　第2集

3　ことばの研究第3集

4　ことばの研究第4集

5　ことばの研究第5集

（秀英出版刊）

　　　〃

tt

〃

〃

昭34．2

昭40．3

昭42．3

昭48．12

昭49．3

日本語教育指導参考書

覧立国ill研剰共編『黍詣議：

　　　　　　　　　　　　　一発音・表現編一

（大蔵省印刷局刊） 昭50．3
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国立国語研究所　編

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

日本語の文法（上）

日本語の文法（下）

日本語教育の評価法

中・上級の教授法

日本語の指示詞

日本語教育基本語彙

七種比較対照表

日本語教育文献索引

談話の研究と教育1

国語シリーズ別冊4

日本語と日本語教育

一文字・表現編一

国立国語研究所　編

！t

・1

〃

〃

Ir

国立国語研究所　編

語彙の研究と教育（上）

語彙の研究と教育（下）

文字・表記の教育

談話の研究と教育II

外来語の形成とその教育

敬語教育の基本問題（上）

敬語教育の基本問題（下）

副詞の意味と用法

方言と日本語教育

視聴覚教育の基礎

〃

1！

〃

〃

〃

〃

〃

？1

lr

〃

ll

（大蔵省印刷局刊）

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

lv

〃

tl

〃

〃

〃

〃

〃

〃

響P

昭51．3

昭53．3

昭56．3

昭54．3

昭55．3

昭56．3

昭57．3

昭58．3

昭58．3

昭59．3

昭60．3

昭63．3

平元．3

平2．3

平2．3

平4．3

平3．3

平5．3

平7．8

国立国語研究所国際シンポジウム報告書

　　世界の国語研究所（第1回全体会・専門部会平成6年1月20日～21日開催）（凡人社刊）

　　　一言語問題の多様性をめぐって一

　　新しい言語理論と日本語（第2回全体会平成6年6月1日開催）　　　　　〃

　　多言語・多文化コミュニティのための言語管理（第2～4回専門部会平成6～8年度開催）

　一差異を生きる個人とコミュニティー

世界の言語教育・日本の国語教育（第3回全体会平成7年6月14日開催）

国際社会と日本語（第6回全体会平成10年12月16～17日開催）

バイリンガリズム（第7回全体会平成11年7月25日開催）

　一日本と世界の連携を求めて一

〃

Il

It

〃

日系ブラジル人のバイリンガリズム（第7回第1専門部会平成11年7月24日開催）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

平8。3

平9．3

平9．3

平9．12

平11．9

平12．3

平12．3
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そ　の　他

『鶏霧劉共編

鴎認劃繍
　　国立国語研究所　編

　　国立国語研究所　編

　　国立国語研究所　編

欝鑑究所｝編

麟藷研究所｝編

欝鑑究所｝編

　　国立国語研究所　編

　　　　　　　　　　　高校生と新聞．．　　　　　　　　　（秀英出版刊）

　　　　　　　　　　　青年とマス・コ．ミュニケーション　　（金沢書店刊）

　　　　　　　　　　　日本語教育の概観

　　　　　　　　　　　国立国語研究所三十年のあゆみ　　　（秀英出版刊）

　　　　　　　　　　　＝研究業績の紹介一．一＿＿

　　　　　　　　　　　基礎日本語活用辞典インドネシア語版

　　　　　　　　　　　日本語研究文献目録・雑誌編

　　　　　　　　　　　　［フUッピー版］　　　　　　　　（秀英出版刊）

　　　　　　　　　　　日本語研究文献索引・音韻編一　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　日本語研究文献索引・国語史編　　　　　　〃

国立国語研究所図書館編　国調国茎学資料索引耀覧＿一一　　（笠間書院刊）

　　　　　　　　　　　An　Introduction　to　the　National　Language

　　　　　　　　　　　Research　Institute

　　　　　　　　　　　第1版昭41：4，’第2版昭46．8，第3版昭63．12，

国立国語研究所　編　　国立国語研究所創立50周年記念

　　　　　　　　　　　研究発表会資料集

国立国語研究所　編　　国立国語研究所創立50周年記念誌

昭31．6

昭31．3

昭51．11

昭53．11

昭63．3

平元．7

平6．2

平8．2

平7・12

第4版平11．3

平10．12

平11．3
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　　巻

ユニツト1

　　1＊

　　2＊

　　3＊

　　4＊

　　5＊

　　日本語教育映画基礎編

　　　（各巻ビデオ及び16ミリカラー，約5分，日本シネセル社販売）

題　　　　　　　名　　　　　　　　　　　　　制作年度（昭和）

これは　かえるです　一「こそあど」十「は～です」一

さいふは　どこにありますか一「こそあど」十「～がある」一

やすくないです　たかいです　一形容詞一

きりんは　どこにいますか一「いる」「ある」一

なにを　しましたか一動詞一

ユニット2

　　6＊　しずかな　こうえんで一形容動詞一

　　7＊　さあ、かぞえましょう　一助数詞一

　　8＊　どちらがすきですか一比較・程度の表現一

　　9＊かまくらを　あるきます一移動の表現一

　　10＊　もみじが　とても　きれいでした　一です，でした，でしょう一

ユニット3

　　11’　きょうは　あめがふっています

　　　　　　　　　　　　　　　一して，している，していた一

　　12＊　そうじは　してありますか

　　　　　　　　　　　　　　　一してある，しておく，してしまう一

　　13＊おみまいに　いきませんか一依頼・勧誘の表現一

　　14＊　なみのおとが　きこえてきます一「いく」「くる」－

　　15＊　うつくしいさらに　なりました　一「なる」「する」一

ユニット4

　　16＊みずうみのえを　かいたことが　ありますか

　　　　　　　　　　　　　　　　　一経験・予定の表現一

　　17“　あのいわまで　およげますか　一可能の表現一

　　18＊　よみせを　みに　いきたいです　一意志・希望の表現一

　　19＊　てんきが　いいから　さんぽを　しましょう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一原因・理由の表現一

　　20＊　さくらが　きれいだそうです　一伝聞・様態の表現一

49

49

49

51

50

50

50

52

51

52

52

53

53

53

50

55

55

一 57一



ユニット5

　　21＊　おけいこを

22＊

23＊

24＊

25＊

　　　　　　みに　いっても　いいですか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一許可・禁止の表現一

あそこに　のぼれば　うみがみえます一条件の表現1一

いえが　たくさんあるのに　とてもしずかです

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一条件の表現2一

おかねを　とられました一受身の表現1一

あめに　ふられて　こまりました一受身の表現2一

56

56

56

51

55

ユニット6

　　26＊　このきっぷを　あげます一やり・もらいの表現1－

　　27＊にもつを　もって　もらいました　一やり・もらいの表現2－

　　28＊てつだいを　させました　一使役の表現一

　　29＊よく　いらっしゃいました一待遇表現1－

　　30＊せんせいをおたずねします一待遇表現2一

　　　　　　　　　　第一巻～第三巻は文化庁との共同企画

　　　　　　　　　　＊については日本語教育映画解説の冊子がある。

57

57

57

58

58

『日本語教育映画基礎編関連教材』・資料

　　日本語教育映画基礎編シナリオ集（全1冊）

　　日本諸教育映画基礎編教師用マニュアル（全6分冊）

　　日本語教育映画基礎編練習帳（全6分冊）

　　日本語教育映画基礎編総合語彙表（全1冊）

　　日本語教育映画基礎編総合文型表（全1冊）

　　映像教材による教育の現状と可能性

　　一日本語教育映画ワークショップ報告一（全1冊）

（日本シネセル社販売）

　　　　　59

　　　　　59

　　　　　59

　　　　60

　　　　62

　　　　62

ユニット　1

　セグメント1

　　　　　　2

　　　　　　3

　　　　　　4

　　　　　　5

　　　　　　6

日本語教育映像教材中級編

　（各巻ビデオおよび16ミリカラー，約5分，

　　　　　　題　　　　　　　名

初めて会う人と　一紹介・あいさつ一

　自己紹介をする　一会社の歓迎会で一

　人を紹介する　一訪問先の応接室で一

　友人に出会う　一喫茶店で一

　面会の約束をする　一電誘で一

　道をきく　一交番で一

　会社を訪問する　一受付と応接室で一

日本シネセル社販売）

制作年度

　昭61

一 58一



ユニット　2　人に何かを頼むとき　一依頼・要求・指示一

　セグメント7　届出をする　一市役所で一

　　　　　　8　買い物をする　一デパートで一

　　　　　　9　打ち合わせをする　一出版社で一

　　　　　　10　お願いをする　一大学で一

　　　　　　11　手伝いを頼む　一家庭で一

　　　　　　12　友達を誘う　一友達の家で一

昭62

ユニット　3　人のことばにこたえて　一承諾・断りと注目表示一

　セグメント13お見合いを勧められる

　　　　　　14　お見合いをする

　　　　　　15提案をする

　　　　　　16　仲人を頼む

　　　　　　17結婚式場を決める

　　　　　　18　スピーチを頼む

昭63

ユニット　4　意見の違う人に　一問いかえし・反論一

　セグメント19イベントを提案する

　　　　　　20相談をまとめる

　　　　　　21打ち合わせをする

　　　　　22交渉をする

　　　　　23　会場の準備をする

　　　　　　24討論をする

平元

日本語教育映像教材中級編関連教材「伝えあうことば」（大蔵省印刷局販売）

1

2

3

4

シナリオ集

語彙集

映像解説書

機能一覧表

平2

平2

平4

平5

一 59一



日本語教育映像教材初級編　「日本語でだいじょうぶ」

　　　　　　　　（各巻ビデオ各方式カラー，約3分，日本シネセル社販売）

ユニット　1

　セグメント1

　　　　　　2

　　　　　　3

　　　　　　4

　　　　　　5

　　　　　　6

　　　　　　7

　　　　　　8

　　　　　　9

　　　　　　10

　　　　　題　　　　名

よろしくお願いします

遅刻　一尋ねる一

新しい友達　一お礼をいう一

忙しい一日　一指示する一

日本ははじめてです一紹介する一

この次は来月　一約束する一

ぼくがおごります一親しくなる一

私の町

待ち合わせ一おしゃべり一

プチトマト　ー買物一

お魚はちょっと　一いっしょに作る一

制作年度

　平5

ユニット　2　よくわかりました

　セグメント11川で一出会う一

　　　　　　12船に乗ってみますか一案内する一

　　　　　　13　お茶にします一アドバイスー

　　　　　　14　お礼状？　一教わる一

　　　　　　15実は……　一報告する一

　　　　　　16　よくわかりません　一説明する一

　　　　　　17　それでOK！　一説明する一

　　　　　　18　就職　一様子をきく一

　　　　　　19校外学習　一話し合う一

　　　　　20　花火

平6

ユニット　3　とてもいいですね

　セグメント21海の底一ことばで表す一一

　　　　　22　少々お待ちください　一応対一

　　　　　23　これはどうですか　一相談する一

　　　　　24　静かに！　一うわさ話一

　　　　　25卒業コンサート

　　　　　26ふりそで一教わる一

　　　　　27　ソトかウチか　一敬語一

平7
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28

29

30

お祝いです　一贈り物一

私の原稿は　一行き違い一

さよならですか　一伝える一

ユニット　4　また会いましょう

　セグメント31うまくかけました一筆で書く一

　　　　　　32　お通夜　一気持ちを表す一

　　　　　　33　いやだよねえ　一あいつち一

　　　　　　34　すれ違い　一事情を話す一

　　　　　　35子供部屋

　　　　　　36　インタビュー　一間き手と話し手一

　　　　　　37　まだ痛いですか　一お見舞い一

　　　　　　38夢なんです　一希望を述べる一

　　　　　　39決めました　一決意を述べる一

　　　　　　40　これからも……　一退院一

制作年度

　平7

『日本語教育映像教材初級編』関連教材（日本シネセル杜販売）

　　　　　　シナリオ集

　　　　　　語彙表

　　　　　　解説書

平7

平9

平12
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その他の内部資料等

◎CL研究

　　1．CL研究　第1号，国立国語研究所言語計量研究部，1987年3月（96頁）

　　2．CL研究　第2号，国立国語研究所言語計量研究部，1988年3月（104頁）

　　3．CL研究　第3号，国立国語研究所言語計量研究部，1989年3月（65頁）

◎国語辞典編集準備資料

　　1．国語辞、典覚書，（国語辞典編集準備資料0），1978年3月（11頁）

　　2．諸外国における大辞典，（国語辞典編集準備資料1），1980年9月（38頁）

　　3．用例採集のための主要文学作品目録，（国語辞典編集準備資料2），1980年12月（166頁）

　　4．用例採集のための主要雑誌目録，（国語辞典編集準備資料3），1983年3月（171頁）

　　5．用例採集のためのベストセラー目録，（国語辞典編集準備資料4），1984年3月（166頁）

　　6．用例辞典編集作業のために（一）（二），（国語辞典編集準備資料5－1，5－2），1981年

　　　　3月（62頁）

　　7．現代語用語辞典の構想，（国語辞典編集準備資料6），1981年6月（21頁）

　　8．用語索引作成のための電算機利用方式，（国語辞典編集準備資料7），1981年12月（13頁）

　　9．スカウト式用例採集の手引き，（国語辞典編集準備資料8），1982年12月（8頁）

　　10．スカウト方式による用例採集の実験的試行，内部資料（国語辞典編集準備資料9），1988年

　　　　3月（56頁）

　　11．外国のコンコーダンスー覧，（国語辞典編集準備資料10），1991年1月（45頁）

　　12．スカウト式用例処理の手引，（国語辞典編集準備資料11），1995年2月（68頁）

◎日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

　　　　　日本語教育論集

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1984年10月（90頁）

1985年10月（105頁）

1986年10月（119頁）

1987年10月（117頁）

1988年10月（144頁）

1989年10月（113頁）

1989年10月（141頁）

1991年3月（139頁）

1992年3月（156頁）

1993年7月（125頁）

1995年7月（177頁）

1996年3月（107頁）
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日本語教育論集　13

日本語教育論集　14

日本語教育論集　15

1997年10月（128頁）

1999年1月（96頁）

1999年6月（100頁）

◎相互研修ネットワーク報告書一覧

　　1．日本語教育現場における教師の自己・相互研修

　　2．シンポジウム　地域の外国人と日本語

　　3．シンポジウム　地域の外国人と日本語

　　4．シンポジウム　北海道における日本語教育

　　5．新潟日本語教育のつどい

　　6．シンポジウム
　　　　（91頁）

1992年12月（268頁）

1993年12月（75頁）

1994年3月（74頁）

1994年3月（71頁）

1994年3月（74頁）

日本語で国際交流（クマモト国際交流週間協賛イベント）　1995年1月

7．平成6年度日本語教育相互研修ネットワーク地域研修会（岡山会場）　1995年4月（45頁）

8．みんなで語り合おう！地域と外国人　　　　　　1995年3月（57頁）

9．学習者とともに日本語学習を考える　　　　　　1995年3月（119頁）

10、東海日本語ネットワーク　活動報告書第2号　　　1995年3月（107頁）

11．平成6年度日本語教育相互研修ネットワーク地域研修会（東京会場）　1995年4月（51頁）

12．シンポジウム　外国人子女の学習支援について～ことばや文化を越えて～　1995年7月
　　（112頁）

13．日本語教育フォーラム　外国人の日本語学習と地域ボランティア活動との関わり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1996年8月（130頁）

14．コミュニティーにおける多文化共生を考える仲間の会公開研究会

　　　連続シンポジウム「コミュニティーにおける多文化共生」

15．第1回外国人および帰国児童生徒の教育を考える会

16．「共に生きる地域社会を考える」活動報告書

17．日本語教育相互ネットワーク研修会（熊本会場）報告書

18．日本語教育相互ネットワーク研修会（札幌会場）報告書

19．乳幼児を抱えた在住外国人の日本語学習の問題点をさぐる

20．ひろがる日本語教育ネットワーク・ネットワークて何？

21．東海日本語ネットワーク活動報告書第3号

22．「地域日本語教育の可能性をさぐる一多様化する日本語教室一

23．東海日本語ネットワーク活動報告書第4号

24．第1回シンポジウム多文化社会における共生in長崎

25．在住外国人の日本語学習を考える集い

26．「こんにちは」から始めよう一日本語ボランティアができること一

27．地域で支える日本語教育　’98東北

1997年3月（29頁）

1997年3月（78頁）

1997年3月（113頁）

1998年3月（82頁）

1998年3月（69頁）

1998年3月（159頁）

1998年3月（91頁）

1998年5月（246頁）

1999年5月（135頁）

1999年5月（102頁）

1999年6月
　　　（CD－ROM）

1999年6月（122頁）

1999年6月（56頁）

1999年6月（271頁）
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28．報告書　自律学習の支援体制づくり 1999年1月（55頁）

◎日本語教育教材開発室　報告書・資料等

　　1．映像教材モニター報告

　　2．視聴覚教材フォーラム3（1996年）記録

　　3．視聴覚教材フォーラム4（1997年）記録

1992年4月30日（245頁）

1997年3月31日（104頁）

1998年3月31日（126頁）
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文部省科学研究費等による刊行物

語彙・文法・表記

1．話しことばの計量国語学的調査・分析のための基礎的研究　研究報告書（第一分冊）

　　　総論・話しことばの語彙および分類について，一般研究A，1983年3月（87頁）

2．話しことばの計量国語学的調査・分析のための基礎的研究　研究報告書（第二分冊）

　　　言語研究のためのプログラム集，一般研究A，1983年3月（102頁）

3．話しことばの計量国語学的調査・分析のための基礎的研究（第三分冊）話しことばデータ

　　集一覧，一般研究A，1983年3月（81頁）

4．『分類語彙表』形式による語彙分類表，特定研究1，1988年3月（207頁）

5．学術用語語基表，特定研究1，1989年3月（766頁）

6．学術用語語基連接表，特定研究1，1988年3月（1，320頁）

7．小学校教科書漢字別語彙表，特定研究1・一般研究A，1989年6月（332頁）

8．「分類語彙表」形式による語彙分類表，（増補版）第1分冊　本表，創成的基礎研究，1996年

　　3月（302頁）

9．「分類語彙表」形式による語彙分類表，（増補版）第2分冊　索引，創成的基礎研究，1996年

　　3月（340頁）

10．平成7年度海外マスメディア広告における日本語　研究会資料集，創成的基礎研究，1996

　　年3月（104頁）

11．平成7年度海外マスメディア広告における日本語　研究会報告書，創成的基礎研究，1996

　　年3月（75頁）

12．日本語学と日本語情報処理，一般研究A・基盤研究A，1997年3月（188頁）

13．平成8年度海外マスメディア広告における日本語　研究会報告書，創成的基礎研究，1997
　　年3月（127頁）

14．平成9年度海外マスメディア広告における日本語　研究会報告書，創成的基礎研究，1998

　　年3月（115頁）

15．平成10年度海外マスメディア広告における日本語　研究会報告書，創成的基礎研究，1999

　　年3月（134頁）

16．北米日系人社会と日本語新聞，創成的基礎研究，1999年3月（93頁）

17．日本語表記に関する認知科学と心理言語学の融合，創成的基礎研究，1999年3月（195頁）

18．『太陽』コーパスの漢字処理一『太陽』1901の漢字調査一，創成的基礎研究，1999年2月
　　（154頁）

言語生活・言語行動

19．談話行動の総合テクスト，特定研究「言語」，1980年3月（107頁）

20．日本入の知識階層における話しことばの実態，特定研究「言語」，1980年3月（150頁）

21．日本人の知識階層における話しことばの実態一表現意図および文の長さ，韻律，構文一，

　　特定研究「言語」，1980年3月（102頁）
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22．日本人の知識階層における話しことばの実態一語彙表一，特定研究「言語」，1980年3月

　　（245頁）

23．日本人の知識階層における話しことばの実態一「場面について」分析資料一，特定研究

　　「言語」，1980年3月（139頁），

24．文書の定型表現一地方自治体職員の意識調査一，特定研究1，1985年8月（39頁）

25．在日外国人と日本人との言語行動的接触における相互「誤解」のメカニズムー日本語と

　　英・タイ・朝・仏語の総合的対照研究一，一般研究B，1994年3月（100頁）

26．在日外国人の日本語およびメディア環境調査報告書（グループインタビュー基礎資料），

　　創成的基礎研究，1995年6月（118頁）

27．北海道における共通語化と言語生活の実態（中間報告），総合研究A，1997年3月（262頁）

28．言語事象を中心とする我が国をとりまく文化摩擦の研究　発達的なワーク研究と日本語，

　　創成的基礎研究，1997年3月（92頁）

29．日常談話の生成・受容における「構え」の言語行動論的研究，基礎研究A，1999年3月
　　（75頁）

30．日本語社会における言語行動の多様性，創成的基礎研究，1999年3月（231頁）

31．ビデオ刺激による言語行動意識調査報告書資料編，創成的基礎研究，1999年3月（388頁）

32．ビデオ刺激による言語行動意識調査報告書分析編，創成的基礎研究，1999年10月（460頁）

音声・音韻

33．日本語の韻律に見られる母語の干渉一音響音声学的対照研究一，重点領域研究「日本語音

　　声」，1991年3月（120頁）

34．日本語音声の韻律的特徴と日本語教育一シンポジウム報告一，重点領域研究「日本語音声」，

　　1991年10月（100頁）

35．日本語の韻律に見られる母語の干渉（2）一音響音声学的対照研究一，重点領域研究「日本語

　　音声」，1992年3月（188頁）

36．日本語の韻律に見られる母語の干渉（3）一音響音声学的対照研究一，重点領域研究「日本語

　　音声」，1992年11月（159頁）

37．D1班研究発表論集一外国人を対象とする日本語教育における音声教育の方策に関する研

　　究一，重点領域研究「日本語音声」，1993年3月（294頁）

38．話しことばの認識と生成におけるリズムの役割，重点領域研究「日本語音声」，1994年12月

　　（194頁）

39．21世紀の日本語音声言語教育に向けて，創成的基礎研究，1997年2月（255頁）

40．『放送通訳の日本語』受け手調査と話す速度の研究，創成的基礎研究，1997年10月（296頁）

41．放送通訳の聞きやすい速度の研究～ビデオ調査による視聴者の反応～，創成的基礎研究，

　　1999年2月（154頁）

42．ニュースの英語放送通訳に関する調査報告書一在日外国人にどう受けとめられているか一，

　　創成的基礎研究，1999年2月（85頁）
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43．表現法の全国的調査研究一準備調査の結果による分布の概観一，総合研究A，1992年3月
　　（133頁）

44．方言用言活用体系調査票A，奨励研究A，1992年11月（253頁）

45．方言活用体系調査票C－1，奨励研究A，1993年12月（215頁）

46．方言活用体系調査票C－2，奨励研究A，1993年12月（157頁）

47．日本語方言活用の通時的研究序説，奨励研究A，1995年3月（71頁）

48．西日本におけるネオ方言の実態に関する調査研究，基盤研究A，1997年3月（117頁）

49．長野県木曽福島町・開田村方言におけるアスペクト表現，奨励研究A，1997年（91頁）

50．長野県木曽福島町・開田村調査報告書　資料篇，基盤研究A，1997年（159頁）

51．九州におけるネオ方言の実態，基盤研究A，1998年3月（196頁）

52．全国方言の文法的対応の研究，奨励研究A，1998年3月（58頁）

53．関西・若年層における談話データ集，萌芽的研究，1999年3月（150頁）

情報・データベース

54．「国語研究所新聞記事データベース」の作成と活用に関する研究，一般研究A，1995年3月
　　（98頁）

55．国際化時代における日本語研究文献情報の収集と分析（日本語研究文献目録）1～IV，

　　国際学術研究，1996年3月（1654頁）

56．日本語教育学会誌・機関誌掲載論文等文献一覧（1980～1998）

57．韓国人の日本語観に関する調査研究，創成的基礎研究，1996年（100頁）

58．多言語間の情報支援を統一的に行うための構造化4バイトコードの研究（中間報告），

　　創成的基礎研究，1997年1月（163頁）

59．太陽コーパスの作成と活用，創成的基礎研究，1997年3月（161頁）

60．日中作文コーパス（第1版），創成的基礎研究，1998年6月（544頁）

61．日本語観国際センサス中間データ集，創成的基礎研究，1998年12月（66頁）

62．第6回国立国語研究所国際シンポジウム新プロ「日本語」国際シンポジウム第2専門部会

　　発表論文集一言語が第二言語作文におよぼす影響について，創成的基礎研究，1998年12月
　　（124頁）

63．日本語観国際センサス単純集計表（暫定速報版），創成的基礎研究，1999年3月（164頁）

64．長野オリンピックがもたらす国際化のアセスメント，創成的基礎研究，1999年3月（78頁）

65．日中作文コーパスの作成とその利用一論文とデーター，創成的基礎研究，1999年3月（164頁）

66．多言語間の情報交換を統一的に行うための構造化4バイトコードの研究，創成的基礎研究，

　　1999年3月（176頁）
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67．新プロ「日本語」事務局「第1回研究報告会予稿集」，創成的基礎研究，1995年2月（76頁）

68．新プロ「日本語」事務局「第2回研究報告会予稿集」，創成的基礎研究，1995年10月（60頁）

69．新プロ「日本語」事務局「第3回研究報告会予稿集」，創成的基礎研究，1996年3月（90頁）

70．新プロ「日本語」事務局「国際社会における日本語についての総合的研究」研究報告集

　（平成8年度）1997年3月刊行（108頁）

71．世界の言語問題1，創成的基礎研究，1995年3月（118頁）

72．世界の言語問題2，創成的基礎研究，1996年3月（203頁）

73．世界の言語問題3，創成的基礎研究，1996年2月（203頁）

74．国語教育の改善に向かって，創成的基礎研究，1996年7月（200頁）

75．これからの国語教育を考える，創成的基礎研究，1997年8月（128頁＞

76．国語教育と日本語教育の統合的研究，創成的基礎研究，1998年6月（234頁）

77．「国際社会における日本語についての総合的研究」研究論文集1，創成的基礎研究，1998

　　年8月（154頁）

78．第6回国立国語研究所国際シンポジウム新プロ「日本語」国際シンポジウム「国際社会と

　　日本語」，創成的基礎研究，1998年12月（104頁）

79．災害時に使う外国人のための日本語案文一ラジオや掲示物などに使うやさしい日本語表現，

　　創成的基礎研究，1999年3月（58頁）

80．世界の言語問題4，創成的基礎研究，1999年3月（128頁）

81．平成10年度研究成果報告書，創成的基礎研究，1999年3月（118頁）

82．「初等申等教育と国語教育・日本語教育」最終年度報告書，創成的基礎研究，1999年12月

　　（134頁）

注記　「文部省科学研究費補助金等による刊行物」には，国立国語研究所が直接関係したもの

　　　のほかに，研究所あるいは研究員が深く関与した外部代表者によるものを含んでいる。
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関　係　法　令

文部省組織令（抄）（昭和59年6月28日　政令第227号）

　第2章　文化庁

　　第1節　内部部局

　　　第1款　長官官房及び部の設置等

　（長官官房及び部の設置）

第85条　文化庁に長官官房及び次の2部を置く。

　文化部

　文化財保護部

　（文化部の事務）

第89条　文化部においては，次の事務をつかさどる。

　四　国立国語研究所，国立近代美術館，国立西洋美術館，国立国際美術館及び日本芸術院に関す

　　る予算案の準備その他の他部局の所掌に属しない事務に関すること。

　　　第2款　課の設置等

　　　　第2目　文化部

　（文化部の分課）

第95条　文化部に次の5課を置く。

　芸術文化課

　地域文化振興課

　国語課

　著作権課

　宗務課

　（国語課）

第98条　国語課においては，次の事務をつかさどる。

　二　国立国語研究所に関すること（人事及び予算に関する事項以外の事項に係るものを除く。）。

　　第3節　施設等機関

　（施設等機関）

第108条　文化庁長官の所轄の下に，文化庁に国立国語研究所を置く。

　（国立国語研究所）

第109条　国立国語研究所は，国語及び国民の言語生活に関する科学的調査研究を行いあわせて国

　語の合理化の確実な基礎を築くための事業を行う機関とする。

2　国立国語研究所の事業，組織，運営その他国立国語研究所に関し必要な事項については，国立

　国語研究所組織令（昭和59年政令第228号）の定めるところによる。

　（研究施設の指定）

第115条　国立国語研究所及び国立文化財研究所は，法第5条第37号に規定する政令で定める研究
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施設とする。

　　附則

　この政令は，昭和59年7月1日から施行する。

国立国語研究所組織令（昭和59年6月28日　政令第228号）

　（趣旨）

第1条　国立国語研究所（以下「研究所」という。）については，文部省組織令（昭和59年政令第

　227号）で定めるもののほか，この政令の定めるところによる。

　（事業）

第2条　研究所は，次の調査研究を行う。

　一　現代の言語生活及び言語文化に関する調査研究

　二　国語の歴史的発達に関する調査研究

　三　国語教育の目的，方法及び結果に関する調査研究

　四　新聞における言語，放送における言語等同時に多人数が対象となる言語に関する調査研究

2　研究所は，前項の調査研究に基づき，次の事業を行う。

　一　国語政策の立案上参考となる資料の作成

　二　国語研究資料の集成，保存及びその公表

　三　現代語辞典，方言辞典，歴史的国語辞，典その他研究成果の編集及び刊行

3　第1項の調査研究は，他の研究機関又は個人によって既に行われ，又は現に行われている同種

　　の調査研究と重複しないことを原則とする。

　（報告の公表）

第3条研究所は，毎年少なくとも1回，調査研究の状況及びその成果に関する報告を公表するも

　のとする。

　（所長）

第4条研究所に，所長を置く。

2　所長は，他の政府職員と兼ねることができない。

　（評議員会）

第5条　研究所に，評議員会を置く。

2　評議員会は，20人の評議員で組織する。

3　評議員会は，研究所の毎年の事業計画，調査研究の委託その他重要事項について審議し，所長

　に助言する。

4　所長は，前項の重要事項については，評議員会の助言を求めなければならない。

　（評議員）

第6条　評議員は，学識経験のある者のうちから，文化庁長官が任命する。

2　政府職員（国立の学校の教職員を除く。）は，評議員となることができない。
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3　評議員の任期は，4年とする。ただし，再任を妨げない。

4　補欠の評議員の任期は，前任者の任期の残任期間とする。

　（評議員会の会長及び副会長）

第7条　評議員会に，評議員の互選による任期2年の会長及び副会長各1人を置く。

　（位置）

第8条　研究所の位置は，文部省令で定める。

　（研究所の内部組織等）

第9条　この政令に定めるもののほか，研究所の内部組織及び運営（評議員会の運営除く。）に関

　し必要な事項は所長が，評議員会の運営に関し必要な事項は評議員会が定める。

　　附則

　この政令は，昭和59年7月1日から施行する。

文部省設置法施行規則（抄）　　　　　　　　（昭和28年1月13日　文部省令第2号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正（昭和59年6月30日　文部省令第37号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正（平成5年4月1日　文部省令第14号）

第5章　文化庁の施設等機関

　第1節　国立国語研究所

　（位置）

第80条の19　国立国語研究所の位置は，東京都北区とする。

国立国語研究所組織規程 （昭和49年4月11日

（昭和51年9月25日

（昭和52年4月18日

（昭和54年9月13日

（昭和55年6月2日

（昭和56年3月19日

（昭和63年6月20日

（平成元年3月16日

所長裁定）

一部改正）

一部改正）

一部改正）

一部改正）

一部改正）

一部改正）

一部改正）

　（内部組織）

第1条　国立国語研究所に，次の6部を置く。

　一　庶務部

　二　言語体系研究部

　三　言語行動研究部

　四　言語変化研究部
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　五　言語教育研究部

　六　情報資料研究部

2　前項に掲げるもののほか，国立国語研究所に，国語辞典編集室及び日本語教育センターを置く。

　（庶務部の分課及び事務）

第2条庶務部に，次の2課を置く。

　一　庶務課

　二　会計課

2　庶務課においては，次の事務をつかさどる。

　一　職員の人事に関する事務を処理すること。

　二　職員の衛生，医療及び福利厚生に関する事務を処理すること。

　三　公文書類を接受し，発送し，編集し，及び保存すること。

　四　公印を管守すること。

　五　国立国語研究所の所掌事務に関し，連絡調整すること。

　六　諸規程の制定及び改廃に関すること。

　七　国立国語研究所評議員会に関すること。

　八　図書館の事務を処理すること。

　九　前各号に掲げるもののほか，他の所掌に属しない事務を処理すること。

3　会計課においては，次の事務をつかさどる。

　一　予算に関する事務を処理すること。

　二　経費及び収入の決算その他会計に関する事務を処理すること。

　三　行政財産及び物品の管理に関する事務を処理すること。

　四　文部省共済組合文化庁支部国立国語研究所所属所に関する事務を処理すること。

　五　庁舎及び設備の維持，管理に関する事務を処理すること。

　六　庁内の取締りに関すること。

　（言語体系研究部）

第3条　言語体系研究部においては，国語の体系に関する科学的調査研究を行う。

2　言語体系研究部に第1研究室，第2研究室及び第3研究室を置き，各室においては，前項の調

　査研究について，それぞれ現代語の文法に関する調査研究，現代語の語彙に関する調査研究及び

　現代語の文字・表記に関する調査研究を行う。

　（言語行動研究部）

第4条　言語行動研究部においては，国民の言語使用に関する科学的調査研究を行う。

2　言語行動研究部に第1研究室及び第2研究室を置き，各室においては，前項の調査研究につい

て，それぞれ社会生活における言語使用及び伝達効果に関する調査研究並びに音声及び文字に関す

る実験的研究を行う。

　（言語変化研究部）

第5条　言語変化研究部においては，国語の地域的，時代的変化に関する科学的調査研究を行う。
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2　言語変化研究部に第1研究室及び第2研究室を置き，各室においては，前項の調査研究につい

　て，それぞれ方言に関する調査研究及び近代語に関する調査研究を行う。

　（言語教育研究部）

第6条　言語教育研究部においては，国民に対する国語の教育に関する科学的調査研究を行う。

2　言語教育研究部に第1研究室を置き，前項の調査研究について，言語能力に関する調査研究を

　行う。

　（情報資料研究部）

第7条　情報資料研究部においては，国語及び国民の言語生活に関する情報資料の科学的調査研究

　及びこれに基づく情報資料の提供に関する業務を行う。

2　情報資料研究部に第1研究室，第2研究室及び電子計算機システム開発研究室を置き，各室に

　おいては，前項の調査研究について，それぞれ情報資料の評価法及び活用法の研究及びこれに基

　づく情報資料の提供，情報資料の収集・保存法の調査研究並びに言語の電子計算機処理及びその

　プログラムの開発に関する調査研究を行う。

　（国語辞典編集室）

第8条　国語辞典編集室においては，用例を収録した国語辞典の編集に関する調査研究及びこれに

　基づく辞典の編集に関する業務を行う。

　（日本語教育センター）

第9条　日本語教育センターにおいては，外国人に対する日本語教育（以下「日本語教育」という。）

　に関する基礎的，実際的調査研究及びこれに基づく研修，教材作成等の指導普及に関する業務を

　行う。

　（日本語教育センターの長）

第10条　日本語教育センターに，長を置く。

2　前項の長は，日本語教育センターの事務を掌理する。

　（日本語教育センターの内部組織）

第11条　日本語教育センターに，日本語教育指導普及部のほか，第1研究室，第2研究室，第3研

　究室及び第4研究室を置く。

2　日本語教育指導普及部に，日本語教育研修室及び日本語教育教材開発室を置く。

3　第1研究室においては，日本語教育に関し，日本語の音声，文字，語彙及び文法並びに日本人

　の言語行動様式に関する調査研究並びにこれに基づく教育内容に関する調査研究を行う。

4　第2研究室においては，日本語教育に関し，日本語と欧米諸言語との対照研究及びこれに基づ

　く外国人の母語別，学習目的別等による教育方法に関する調査研究を行う。

5　第3研究室においては，日本語教育に関し，日本語と東南アジア諸言語との対照研究及びこれ

　に基づく外国人の母語別，学習目的別等による教育方法に関する調査研究を行う。

6　第4研究室においては，日本語教育に関し，日本語と中国語，朝鮮語等との対照研究及びこれ

　に基づく外国人の母語別，学習目的別等による教育方法に関する調査研究を行う。

7　日本語教育研修室においては，日本語教育に従事し，又は従事しようとする者に対する一般的，
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　基礎的な研修に関する調査研究及びこれに基づく研修会等を行う。

8　日本語教育教材開発室においては，日本語教育に関する基本的教材・教具の開発に関する調査

　研究及びこれに基づく教材・教具の作成，提供等を行う。

（各研究部，国語辞典編集室及び日本語教育センターの共通事務）

第12条　各研究部及び日本語教育センターにおいては，第3条から第7条まで及び第9条に定める

　もののほか，各研究部及び日本語教育センターの所掌事項に関し，次の事務をつかさどる。

　一　国語問題に関する資料の作成に関すること。

　二　各種辞典の編集に関すること。（国語辞典編集室の所掌に属するものを除く。）

　三　研究成果の集成，保存，公表及び刊行に関すること。

　四　内外の諸機関との連絡協力に関すること。

2　国語辞典編集室においては，第8条に定めるもののほか，その所掌事項に関し，前項第1号，

　第3号及び第4号に定める事務をつかさどる。

　　附則

　この規程は，昭和49年4月11日から施行する。

　　附則

　この規程は，昭和51年10月1日から施行する。

　　附則

　この規程は，昭和52年4月18日から施行する。ただし，第10条第1項から第3項までの改正規定

　中第1研究室及び第2研究室に係る部分については，昭和52年10月1日から施行する。

　　附則

　この規程は，昭和54年10月1日から施行する。

　　附則

　この規程は，昭和55年10月1日から施行する。

　　附則

　この規程は，昭和56年4月1日から施行する。

　　附則

　この規程は，昭和63年10月1日から施行する。

　　附則

　この規程は，平成元年4月1日から施行する。

国立国語研究所庶務部事務分掌規程　　　　　（昭和35年2月24日　所長裁定）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和40年10月1日　一部改正）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和44年8月6日　一部改正）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成元年6月17日　一部改正）

1　庶務課に庶務係および人事係を置き，次の事務をつかさどる。ただし，当分の間図書館の事務
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を処理するものとする。

（庶務係）

1機密に関する事務を処理すること。

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

文書に関する事務を処理すること。

公印を管守すること。

評議員会に関する事務を処理すること。

法規ならびに所内規程の整備に関すること。

所内事務の連絡調整に関すること。

後援名儀の使用に関する事務を処理すること。

内地留学生に関する事務を処理すること。

諸証明に関する事務を処理すること。

職員の出張および講師派遣等に関する事務を処理すること。

職員の福利，厚生および保健に関する事務を処理すること。

超過勤務命令に関する事務を処理すること。

外来者の応接に関すること。

他課係の所掌に属しない事務を処理すること。

（人事係）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

職員の任免懲戒および恩賞に関する事務を処理すること。

職員の服務に関する事務を処理すること。

職員の職階ならびに勤務評定に関する事務を処理すること。

職員の給与ならびに退職手当に関する事務を処理すること。

共済組合（長期給付）に関する事務を処理すること。

職員の研修に関すること。

人事に関する記録の作成および保存に関すること。

扶養親族等の認定に関すること。

非常勤職員に関する事務を処理すること。

　（図書館）

　1　図書の選定および管理に関すること。

　2　図書の目録に関すること。

　3　図書の閲覧に関すること。

2　会計課に総務係，経理係および用度係を置き，次の事務をつかさどる。

　（総務係）

1

2

3

4

会計課の公印を管守すること。

予算および予算案に関する事務を処理すること。

支出負担行為の確認に関する事務を処理すること。

会計の監査に関すること。
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5　共済組合（長期給付，収入および支払を除く。）に関する事務を処理すること。

6　健康保険および厚生年金に関する事務を処理すること。

7　会計に関する公文書類を整理保存すること。

8　この課の他係の所掌に属しない事務を処理すること。

（経理係）

1

2

3

4

5

6

7

債権の管理に関する事務を処理すること。

収入および支出に関する事務を処理すること。

支出負担行為の経理に関する事務を処理すること。

経費および収入の決算に関する事務を処理すること。

給与に関する事務を処理すること。

科学研究費の経理に関する事務を処理すること。

共済組合（収入および支払）に関する事務を処理すること。

（用度係）

1

2

3

4

5

6

物品の管理に関する事務を処理すること。

物品，役務の調達に関する事務を処理すること。

国有財産の管理に関する事務を処理すること。

庁舎内外の警備に関すること。

諸設備の維持管理に関する事務を処理すること。

国設宿舎に関する事務を処理すること。

（文書主任）

1　文書の受付，配付，決裁，発送に関すること

2　法規及び所内規程の整備に関すること。

3　刊行物の発送に関すること。

（図書主任）

1　図書の運用管理に関すること。

2　図書の収集，整理に関すること

（総務主任）

1　共済組合（長期給付を除く。）に関する事務を処理すること。

2　健康保険及び厚生年金保険に関する事務を処理すること。

（専門職員）

1　建築工事についての企画に関すること。

2　建築工事の設計，積算及び施工に関すること。

3　その他建築工事に関すること。

附則

この規程は，平成元年7月1日から施行する。
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国立国語研究所評議員会運営規則　　　　　　　（昭和43年7月2日　評議員会決定）　’　tt

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和46年11月30日　一部改正）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和51年3月15日　一部改正）

　（会長及び副会長）

第1条　会長及び副会長は，評議員の過半数によって選出する。

第2条　会長は，会務を総理し，評議員会を代表する。

2　副会長は，会長を：補佐し，会長に事故があるとき叉は会長が欠けたとき，その職務を代理する。

　（幹事及び書記）

第3条　評議員会に幹事1人及び書記2人を置く。

2　幹事は，研究所の庶務部長をもって，書記は，研究所の庶務課長及び会計課長をもって充てる。

　（部会の設置）

第4条　評議員会は，必要がある場合には部会を設けることができる。

2　部会の構成は，評議員会にはかって，会長が定める。

　（所長等の出席説明）

第5条　評議員会は，所長及び研究所の職員ならびに調査研究の委託を受けた者が会議に出席して

　説明することを，所長に求めることができる。

2　所長は，会議に出席して意見を述べ，又は研究所の職員をして意見を述べさせることができる。

　（会議）

第6条　会議は，常会及び臨時会とし，会長が招集する。

2　常会は，毎年2回開く。

3　臨時会は，会長が必要と認めたとき又は評議員7人以上からの要求があったときに開く。

　（議事）

第7条　会長は，会議の議長となり，議事を整理する。

第8条　評議員会は，評議員の2分の1以上の出席がなければ，議事を開き議決することができな

　い0

2　議事は，出席評議員の過半数で決する。可否同数のときは，議長の決するところによる。

第9条動議を提出しようとする者は，文書又は口頭で議長に申し出なければならない。

2　動議は，出席評議員の過半数の賛成を得なければ，議題とすることができない。

第10条　部会の運営については，この規則を準用する。

　附則

この規則は，

　附則

この規則は，

　附則

この規則は，

昭和43年7月2日から実施する。

昭和46年11月30日から実施する。

昭和51年3月15日から実施する。
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国立国語研究所日本語教育センター運営委員会規則

（昭和53年2月1日　所長裁定）

第1条　国立国語研究所に日本語教育センター運営委員会（以下「委員会」という。）を

　置く。

第2条　委員会は，日本語教育に関する調査研究，教員研修及び教材開発等の事業を総合的かつ効

果的に推進するために，日本語教育センター長が求める事項を審議し，助言する。

第3条　委員会に，委員15人以内を置く。

2　委員は，学識経験者及び日本語教育関係者のうちから所長が委嘱する。

3　委員の任期は2年とする。

第4条　委員会に委員長及び副委員長各1人を置く。

2　委員長及び副委員長は，委員の互選による。

第5条　委員会の庶務は，日本語教育センター第1研究室において処理する。

　　附則

　この規則は，昭和53年2月1日から実施する。

　（参　考）

国立国語研究所設置法 （昭和23年12月20日　法律第254号）

　　　　　　　　改正（昭和24年5月31日

　　　　　　　　改正（昭和43年6月15日

　　　　　　　　改正（昭和55年3月31日

　　　　　　　　廃止（昭和58年12月2日

法律第146号）

法律第99号）

法律第13号）

法律第78号）

　（目的及び設置）

第1条　国語及び国民の言語生活に関する科学的調査研究を行い，あわせて国語の合理化の確実な

基礎を築くために，国立国語研究所（以下「研究所」という。）を設置する。

2　研究所は，文化庁長官の所轄とする。文化庁長官は，人事及び予算に関する事項に係るものを

除くほか，研究所の監督をしてはならない。

3　研究所の位置は，文部省令で定める。

　（事業）

第2条研究所は，次の調査研究を行う。

　一　現代の言語生活及び言語文化に関する調査研究

　二　国語の歴史的発達に関する調査研究

　三　国語教育の目的，方法及び結果に関する調査研究

　四　新聞における言語，放送における言語等，同時に多人数が対象となる言語に関する調査研究
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2　研究所は，前項の調査研究に基づき，次の事業を行う。

　一　国語政策の立案上参考となる資料の作成

　二　国語研究資料の集成，保存及びその公表

　三　現代語辞典，方言辞典，歴史的国語辞典その他研究成果の編集及び刊行

　　（調査研究の委託）

第3条　研究所の事業は，他の研究機関又は個人によって既に行われ，又は現に行わている同種の

　調査研究と重複しないことを原則とする。

2　研究所は，前項の重複をさけるために，前条第1項各号の1に該当する調査研究が，他の適当

　な研究機関又は個人によって既に行われている場合には，研究所の事業としてその調査研究をそ

　の研究機関又は個人に委託することができる。

　（所長）

第4条研究所に所長を置く。

2　所長は，文化庁長官の申出により，文部大臣が命ずる。

3　所長は，他の政府職員と兼ねることができない。

　（報告の公表）

第5条　所長は，毎年少なくとも1回，調査研究の状況及びその成果に関する報告をしなければな

　らない。

　（評議員会）

第6条　研究所に評議員会を置く。

2　評議員会は，研究所の毎年の事業計画，調査研究の委託その他重要事項について審議し，所長

　に助言する。

3　所長は，前項の重要事項については，評議員会の助言を求めなければならない。

　（評議員）

第7条　評議員会は，20人の評議員で組織する。

　　評議員は，国家公務員法（昭和22年法律第120号）の定めるところにより，学識経験のある者

　のうち，文化庁長官が命じ，又は委嘱する。

3　学校の教職員を除く政府職員は，評議員となることができない。

4　評議員の任期は，4年とし，2年ごとにその半数を改任又は改嘱する。但し，再任又は再委嘱

　を妨げない。

5　補欠の評議員の任期は，前任者の残任期間とする。

　（評議員会の会長及び副会長）

第8条　評議員会に評議員の互選による任期2年の会長及び副会長各1人を置く。

　（評議員会の運営方法に関する事項）

第9条　この法律に定めるものを除くほか，評議員会の運営方法に関する事項は，評議員会が定め

　る。
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　（研究所の運営）

第10条　研究所の部課等の編成，職員の選出及び配置その他研究所の運営について必要な事項は，

　所長が定める。

　　附則

1　この法律は，公布の日から施行する。

2　この法律施行の後，最初に命ぜられ，又は委嘱される評議員のうち，半数め者の任期は，第7

　条第4項の規定にかかわらず，2年とする。
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